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序　　文

コスタ・リカ政府は、産業発展と民政の向上の両立をめざして、既存産業の効率と生産性の向

上、雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積極的に促進することに力を注いできました。

特に、生産性向上分野は、コスタ・リカ企業の人材の育成および近代化を通じて、コスタ・リカ

産業の発展に大きく貢献する分野であると認識されています。

今回、新規案件を要請してきた中米域内産業技術育成センター（CEFOF）は、「中米域内産業技

術育成センタープロジェクト」を1992 年 9 月から 1997 年 8 月まで実施し、成功裏に終了していま

す。また、現在 CEFOF が実施している 5 S を中心とした研修事業は、コスタ・リカ国内外におい

て高く評価されています。

近年、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが大きく変化して

います。今後、CEFOF が国内外において生産性向上にかかる技術・情報の発信基地としての位置

づけを維持するには、技術の向上およびサービス内容の拡充が必要であることから、1997 年 1 月

に「生産性向上計画」の要請がありました。

わが国はこの要請に応え、2000 年 1 月 5 日から 1 月 17 日まで、要請分野に関連する国家開発計

画との整合性、中小企業のニーズおよび実施体制を調査することによって、プロジェクト方式技

術協力案件「生産性向上」の要請について、その妥当性を検討することを目的に、当国際協力事業

団を通じて基礎調査団を派遣しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに、本調査団の派遣に関しご協力いただいた、日本ならびにコスタ・リカ両国の関係各位

に対し、深甚なる謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2000 年 1 月

国 際 協力事業団　　
鉱工業開発協力部　　　 　　　

部長　林 　 典 伸　　　
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第 1 章　基礎調査団の派遣

1ー 1　経緯と目的

コスタ・リカ政府は、経済自立促進、経済基盤強化および産業発展と民政の向上の両立をめざ

し、1985 年から始まった第 6 次経済社会開発 5 カ年計画のなかで、既存産業の効率と生産性の向

上、雇用機会の増大を図り、科学技術の振興を積極的に促進することに力を注いでいる。

その一環として、コスタ・リカ政府は、中米域内の産業技術者育成に資するために、教育省の

傘下に「コスタ・リカ中米域内産業技術育成センター（CEFOF）」の設立を計画し、1989 年 5 月お

よび 7 月に我が国に対して、中米域内産業技術育成計画にかかる無償資金協力およびプロジェク

ト方式技術協力をそれぞれ要請してきた。

この結果、「コスタ・リカを含む中米諸国の産業発展に役立つ人材の育成を図るセンターが自主

運営できるよう、適切な技術をコスタ・リカ側カウンターパートに技術指導する」ことを目的と

して、1992 年 9 月から 1997 年 8 月までプロジェクト方式技術協力を実施し、生産管理・品質管理

（工業一般、繊維・アパレル、食品）および情報処理（データベース、システム分析設計、オペレー

ティングシステム、アプリケーション・ソフトウェア）の分野にかかる技術移転を行った。

しかしながら、産業活動のグローバリゼーションによって生産性向上にかかるニーズが大きく

変化しており、センターが今後とも、コスタ・リカのみならず近隣諸国も含めた生産性向上にか

かる技術・情報の発信基地としての位置づけを維持するには、技術の向上およびサービス内容の

拡充が必要であることから、我が国に対して 1997 年 1 月にプロジェクト方式技術協力を要請して

きた。

上記プロジェクト終了後、2 年以上経過しているため、本調査団では、コスタ・リカにプロジェ

クト方式技術協力スキームおよびODA 予算の現状を説明したうえで、コスタ・リカ政府、CEFOF

の所管官庁である科学技術省などの要請分野に関連する政策、要請分野の現状確認、CEFOF が

ターゲットとする中小企業のニーズ調査、CEFOF の組織および活動状況（カウンターパートのレ

ベル、第三国研修の状況など）の調査を行い、今回の要請が新規のプロジェクト方式技術協力の

案件として適当であるかどうかを検討する。

この結果を踏まえ、妥当性が確認された場合には、コスタ・リカ側の実施体制を確認し、プロ

ジェクトの範囲を絞り込むとともに、可能であればこれらの範囲に必要な協力内容を検討する。

1 ｜ 2　主要調査項目

（1）　日本の ODA にかかる現状説明および予算の説明

・ODA 予算の現状説明

・プロジェクト方式技術協力の現行スキームの説明（含む PDM、評価 5 項目の説明）
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（2）　プロジェクトの背景・実施体制の調査

・コスタ・リカの国家開発計画などの整合性の確認

・コスタ・リカにおける生産性向上分野の現状確認

・コスタ・リカにおける中小企業の現状確認（当該プロジェクトのターゲットグループの

ニーズの確認を含む）

・所管官庁・実施機関の組織の確認（予算・人員配置を含む）

・実施機関の活動内容の確認（既存の機材・研修コースおよびコンサルティング業務などの

実態、および第三国研修の成果を含む）

（3）　要請内容の確認と絞り込み

・要請内容の確認と要請内容に関するニーズ、問題分析

・協力の妥当性の検討

（4）　具体的協力形態・内容、範囲の検討

・協力の範囲（案）および技術移転分野（案）の設定と右に必要な協力期間の設定

1 ｜ 3　調査団の構成

氏　　名� 担当業務� 所　　属　　先�

桑島　京子� 団長・総括� 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課　課長�

大村　倫久� 技術協力政策�外務省経済協力局技術協力課　外務事務官�

花輪　晃二� 技術協力計画�通商産業省通商政策局経済協力部技術協力課　通商産業事務官�

水本　清司� 生産性向上� （財）社会経済生産性本部　国際部　参与�

黒田　和光� 中小企業� （財）社会経済生産性本部　国際部　課長�

吉田　明弘� 協力企画� 国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課ジュニア専門員�
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1 ｜ 5　主要面談者

〈コスタ・リカ側〉

（1）科学技術省

Mr. Fernando Gutierrez Vice Minister

（2）経済商工省

Ms.Fernanda Gutierrez Vice Minister

Mr. Armando Rojas Esquivel Coordinator

（3）CEFOF

Mr. Olman Munoz Cespedes Executive Director

Mr. Geraldo Soto Zuniga Administrative Director

Mr. Sergio Gonzalez Duarte Academic Director

Mr. Jose Raul Gutierrez Quality Management Coordinator

Mr. Marcelo Meza Information  Management Coordinator

Mr. Hugo Brian Productivity Management Coordinator

Mr. Carmen Gonzalez Laboratories Assurance Coordinator

Mr. Hazel Rojas Staff Members

Mr. Enrique Gonzalez Staff Members

Mr. Nuria Alfaro Staff Members

（4）コスタ・リカ貿易振興会（PROCOMER）

Mr. Irving Soto Program Coordinator

Mr. Ilena Brenes Economic Research Analyst

〈日本側〉

（1）在コスタ・リカ日本大使館

杉内　直敏 特命全権大使

西山　慎二 二等書記官

（2）JICA コスタ・リカ駐在員事務所

大峯　保広 所長
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1 ｜ 6　主要面談録

1 ｜ 6 ｜ 1　在コスタ・リカ日本大使館表敬

日　時：1 月 7 日　11：00 ～ 12：00

先　方：杉内　直敏 大使

西山　慎二 書記官

当　方：桑島団長、大村団員、花輪団員、吉田団員、JICA 大峰駐在員事務所長

団長より、今回の調査目的、調査内容などについて説明したあと、意見交換を行った。概要

は以下のとおり。

・アセアン諸国と異なり、中米諸国の場合、政治的理由などから相互間の協力体制が確立し

ていないため、中米諸国共通のニーズや政策上の意志をプロジェクトに含めることは難し

いものの、地域案件として中米諸国全体にプラスに働くようなプロジェクトを実施してほ

しいが、本プロジェクトにおける中米域内に対する考え方は如何。（杉内大使）

・今回の協力では、CEFOF 内のカウンターパートの中米域内に貢献し得るような人材とし

ての育成が主目的であり、専門家を周辺の国に派遣し、現地企業を対象にコンサルティン

グ活動を実施するには、物理的に限界がある。ただし、フェーズ 1 実施中にも、広域技術

協力推進事業を活用して、周辺各国から関係者を招きCEFOF においてセミナーを実施し

たり、日本人専門家をカウンターパートと一緒に周辺国に派遣してセミナーを開催した経

験があり、フェーズ 2 においても同様の活動を行うことは可能。（桑島団長）

・コスタ・リカ側からの要請内容によると、本プロジェクトでは中小企業（SMEs）をター

ゲットグループとしてコンサルティングサービスを実施していきたいが、中小企業振興に

かかわるコスタ・リカ政府の政策とCEFOF の事業方針が一致しないかぎり、SMEs を対

象にサービスを提供することは、経済上困難だと考えるが、コスタ・リカ政府の中小企業

支援政策の現況は如何。（桑島団長）

・コスタ・リカの国内においても、SMEs 支援へ向けた掛け声はあるものの、具体的な動き

はまだない。国内の産業レベルを向上するには、外資企業の誘致のみならず、中小企業の

育成が必要であることはコスタ・リカ政府も認識しており、過去に、中小企業支援にかか

わる融資に関して、日本政府からの協力の可能性について照会があった。（杉内大使）

・現在、国際協力銀行が、中米域内の基金の設立を検討している模様であり、それ以外にも、

長期的には、各国際機関の Japan Fund の活用などを通じて、融資プログラムに必要な財

政的支援を国際機関から得ることも可能である。（西山事務官）
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・コスタ・リカ経済の現状は如何。（桑島団長）

・バナナ、コーヒー、サトウキビを主要産物とした農業をはじめ、食品加工業および繊維業

が盛んである。現在、繊維産業については、中国産の製品などに押されて衰退気味である

一方、コスタ・リカの教育水準の高さ、政情の安定性、治安の良さなどに着目し、近年、

INTEL などの外資系企業の進出が相次ぎ、INTEL の輸出高だけで全輸出高の 20％を占め

ている。ただし、コスタ・リカ政府は、外国からのさらなる投資を期待しているものの、

国内産業の競争力をつける必要があることを認識しており、現政権の最重要課題の一つと

して零細・小企業への支援を取り上げている。（杉内大使）

1 ｜ 6 ｜ 2　科学技術省次官表敬

日　時：1 月 12 日　13：30 ～ 14：00

先　方：Mr. B.A.Fernando Gutierrez　科学技術省次官（兼 CEFOF 理事長）

当　方：調査団員全員

〈概　要〉

・CEFOF にとって非常に重要な分野であるコンサルタント育成と生産性測定については、今

回の協議を通じて本プロジェクトの範囲に含めることになったが、可能であれば、プロ

ジェクトの範囲を広げて、CEFOF 内部の人材育成のみならず、外部のコンサルタントの

認定も実施してほしい。

特に、コスタ・リカと日本両国からコンサルタントを認定する方法として、例えば

CEFOF が短期審査で外部の人材をコンサルタントとして認定し、社会経済生産性本部

（JPC）からも同様に認定してもらえないか。（Gutierrez 次官）

・日本において、JPC が、2 年間の研修の後、経営コンサルタントを認定するというような

コンサルタント養成コースを、CEFOF が同様に実施するとしても、5 年間の技術移転で

は困難だと考えられる。しかし、コンサルタント認定にかかる手法などの紹介であれば、

情報提供として対応可能である。（桑島団長）

・CEFOF の法的位置づけをCommunity college から生産性センターに変更し、煙草やアル

コール税収の一定比率の財源を恒常的に確保するため、法的位置づけの変更にかかる原案

を国会に提出すべく、現在、理事会において検討中ということだが、進捗状況は如何。（桑

島団長）

・現在、法案は、理事会の承認を経て国会に提出されたところであり、今後、国会の審議を

巡り、さまざまな政治的論議がなされることが予想されるが、2002 年までには承認を得
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たい。　法的位置づけの変更によって、より安定した財源の確保のほかに、人事政策上お

よび業務実施上の制約を緩和し、より柔軟な事業を実施することが可能になる。また、

CEFOF は、生産性センターとしての機能を拡大し、人材の育成および近代化に携わるこ

とによって、コスタ・リカ企業の発展に大きく貢献することが期待されている。

（Gutierrez 次官）

1 － 6 ｜ 3　経済商工省（MEIC）との意見交換

日　時：1 月 12 日（水）　9：20 ～ 11：00

先　方：経済商工省次官、Armando コーディネーター、アンソエル職員

当　方：大村団員、花輪団員

経済商工省側から以下のとおり説明があった。

・経済商工省と企業振興において、輸出中心指向を進めている。また、従業員 99 人以下で

ある中小企業分野に対する支援は、政策上、トッププライオリティーに位置付けられてい

る。コスタ・リカ企業の能力向上には各企業での輸出増に資する変革が必要であり、同省

において、企業診断や評価などを実施できる企業内人材の育成を進めている。

・現在、中米域内で関税撤廃などによる市場開放化が進められており、コスタ・リカ輸出産

品の競争力向上が不可欠となっている。具体的な対策として、外部コンサルタントの活用

による品質向上、コスタ・リカ貿易振興協会（PROCOMER）との連携によって、輸出促

進を図ることが重要と考えている。たとえば、食品加工産業においては、HACCP の適用、

PROCOMER の指導による輸出促進などがあげられる。

・経済商工省はCEFOF の技術的能力を評価しており、5S などのプログラムの実施を通じた

CEFOF からの人的投入と、生産性センター化についても期待している。なお、中小企業

振興の関連機関間の連携をめざして、経済商工省が主導で 1999 年 11 月に開催された

フォーラムに、CEFOF は参加したものの、それ以外の経済商工省のプロジェクトには関

与していない。

1 － 6 － 4　コスタ・リカ貿易振興協会（PROCOMER）との面談録

日　時：1 月 11 日（火）　9：50 ～ 12：50

先　方：イルビング・ソト（プログラム・コーディネーター）、イレアーナ・ブレーネ（経済

リサーチアナリスト）
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当　方：大村団員、花輪団員

〈概　要〉

・1996 年、PROCOMER は、政府と民間の連携を通じ、輸出増加・制度簡略による輸出企業

の国際的競争力の向上を目的として、輸出促進センター、フリーゾーン協会および国家投

資委員会の 3 機関が統合された非政府公共機関である。

監督省庁については、輸出振興政策を受け持つ国際貿易省が、基本的に指導・監督して

おり、産業政策を担う経済商工省からも間接的に影響を受けている。

財政基盤については、輸出手続きの際に輸出企業が支払う手数料を主たる財源としてい

る。なお、PROCOMER に対する補助金などの政府予算は措置されていない。

・コスタ・リカの輸出産品は、インテル社のマイクロチップ、コーヒー、バナナ、繊維、パ

イナップル、メロン、パルミットである。その輸出先は、米国が約 5 割で、欧州、中米と

続いている。

輸出産品の強化方針については、各セクターごとに異なっており、食品加工産業におい

ては、付加価値増大の意識が強い。なお、コーヒー、バナナについては大きな動きはない。

ソフトウェア産業のレベルは高い。しかしながら、同分野については、CAPROSOFT と

いう他団体が担当しており、PROCOMER では見ていない。

・PROCOMER は、全規模にわたる企業を対象として、輸出関連手続き、輸出プロモーショ

ンプログラムの 2 分野において活動を実施している。輸出関連手続きとして、輸出規制・

管理にかかる指導を中心とし、フリーゾーンの運営、輸出製品のための輸入原材料優遇措

置の実施、輸出条件のモニタリング、コンピューターによる貿易情報の提供も行っている。

輸出プロモーションプログラムとして、国際見本市への参加および調査団派遣、空港での

製品展示ブースの設置、インターネット上でのバーチャルマーケットの開設、市場調査の

実施、国際貿易に関連する文書作成を行っている。また、コスタ・リカと自由貿易協定の

あるメキシコ、チリ、ドミニカ共和国に出先機関があり、本部にも商業情報センターが併

設されている。

・現在、小・零細規模輸出企業については、全規模輸出企業数に占める割合が約 8 割である

にもかかわらず、輸出高の占める割合がわずか 6％程度でしかない。PROCOMER による

と、同規模企業の国際市場へのアクセスが困難であることに端を発しており、同規模企業

の振興が必要不可欠であるため、同規模輸出企業を中心にして、研修コースを通じた輸出
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振興に資するプログラムを実施中。同プログラムは、①国際貿易情報（コスト会計基本的

知識の伝授）、②業種別支援（生産プロセス、生産衛生などにつきワークショップ開催）、

③市場情報（輸出国などにかかる情報を提供）、④マーケティング（製品展示、調査団派遣

などプロモーション活動の実施）の 4 段階から構成されており、各段階を修了しなければ

次の段階に進めない制度となっている。同プログラムの修了時において、品質の優れた製

品、生産能力の保有、外国での需要把握の 3 基準を満たした企業に対し、企業の輸出能力

を認める証明書を交付している。なお、同プログラムは、経済商工省が主体となって進め

ている中小企業支援統合システムと直接的に関連はない。

・今後、PROCOMER は、食品加工産業、生鮮食品産業、観葉植物・花卉産業、金属工業、

林業・家具製造業、繊維産業、手工芸業、ソフトウェア産業の 8 業種を重点分野としてい

く考えを持っている。ISO、HACCP については、業種別に導入内容が異なっており、直接

的には指導していないものの、セミナー開催を通じて情報付与のみを行っている。なお、

PROCOMER より、具体的な技術指導については他機関において担当されるべきとの言及

があった。PROCOMER 職員は、主催セミナーのコーディネーターを務めており、基本的

には、PROCOMER 以外から講師を招いているが、貿易分野については、PROCOMER 職

員が講師になる場合もある。

PROCOMER としては、輸出産品の生産性向上を望んでおり、CEFOF の果たす役割は

大きく、技術面での支援（前記のPROCOMER 主催セミナーへのCEFOF 職員の派遣等）を

期待している。

また、JETRO との関係は緊密であり、日本市場情報の入手、専門家の派遣につき実績

がある。

（参考）PROCOMER での企業分類（年間輸出高［万US ドル／年］）

　　　　　　　零細　　 　　小　　　　　中　　　　　　大

　　　　　　　0 ～ 1　　　1 ～ 100　　100 ～ 1,200　　1,200 ～
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0　ODA 全般

1　日本におけ
るODA を取
りまく最近
の情勢、予
算の動向

2　プロジェク
ト方式技術
協力の現行
スキームの
説明

I　コスタ・リカ
国における生産
性向上分野の状
況

1　国家開発計
画、対象セ
クター開発
政策等との
整合性

（1）国家5 カ年
計画（1998
～2002）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

第 2 章　対処方針および調査結果

・行財政改革の枠組みのなかで ODA
予算の削減が迫られており、より妥
当で、かつ、自立発展性が期待され
る案件を形成する必要がある。

・フェーズ1（1992 ～ 1997）終了後の
プロジェクト方式技術協力のスキー
ムの変化、特にPCM の導入と評価の
強化（評価5 項目の導入を含む）に伴
い、投入重視から成果重視への移行
や自立発展の重要性について説明す
る必要がある。

・1998 年 5 月に誕生したロドリゲス新
政権が発表した国家人間開発計画
（Nat iona l  Deve lopmen tP l an  fo r
Human  Deve lopment）に関して、
「生産性向上」の位置づけを確認する
必要がある。

・日本のODA の現状説明
をおこなうとともに、
必要に応じ意見交換を
行う。

・左記について説明する
とともにPDM、評価5項
目に関する説明を行う。

・現行の「国家 5 カ年計
画」、などの国家開発計
画・その他の開発政策
などの内容を確認し、
それらにおける企業振
興、生産性向上分野の
開発および本要請内容
の位置づけを調査する。

・左記について説明し、理
解を得た。

・左記について説明し、理
解を得た。

・コスタ・リカ国の中期計
画である左記国家人間
開発計画では、「成長」
「安全」「機会」「持続性」
の 4 つの柱に基づいて、
貧困削減、雇用増大、市
民の安全、インフラの
改善、教育の質と範囲
の拡大など、社会発展
と環境保全が伴った経
済成長の達成を目標と
して掲げている。

・生産性向上については、
上記の 4 つの柱のうち
の「成長」に位置づけら
れており、コスタ・リカ
政府は、企業の生産性
の向上を図りつつ、市
場開放、関税の障壁撤
廃およびマクロ経済の
安定などをめざしてい
くことが確認された。
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（2）国家科学技
術プログラ
ム（1998 ～
2002）

・国家人間開発計画に基づき、科学技
術省が1999 年3 月に発表した 「国家
科学技術プログラム（National Pro-
gram of  Science and Technology
（1998 ～2002）」では、アクションプ
ランとして、技術力の向上をめざ
し、6 つの柱（イノベーション、技術
管理、品質、生産性、情報技術、バ
イオテクノロジー）が挙げられてい
る。

・「生産性」にかかるアクションプラン
の目的および活動内容などは以下の
とおり記載されている。

「生産性」
（1）目的
・生産性向上にかかわる技術力の向
上、普及、導入を通じて、製造業セ
クター（Productive sector）を全国
レベルで発展させる。

・製造業セクターの生産性を高める努
力を、全国民の生活水準の向上の保
証、およびコスタ・リカ経済の競争
力の向上に寄与するため、中米域内
で行う。

・CEFOF の法的枠組みを再定義する。

（2）活動
ア コスタ・リカの社会および製造業
セクターにおける生産性を普及促
進する

　（ア）コスタ・リカの発展に有効な
手段として、生産性の概念を普
及するための戦略を策定し、生
産性に対する情報や意識をコス
タ・リカ全国に普及促進する。

　（イ）国家品質制度（National  sys-
tem for Quality）に、「品質」とリ
ンクした「生産性」の概念を導入
するための活動をコーディネー
トする。

　（ウ）生産性測定に関する情報サー
ビスを普及する。

　（エ）コンサルティングサービスの
他に、コンサルタント養成コー
スと認定サービスを実施する。

　（オ）生産性向上を図るため、製造
業セクターに関連する人々を集
め、フォーラム、カンファレンス
などを開催する。

　（カ）2000 年に中米生産性大会を開
催する。

　（キ）次回の国家品質大会の準備に
かかわる。

　（ク）生産性に焦点をあてた世界品
質月間の活動を行う。

イ 域内生産性センターの創設
　（ア）Genera l  Act ion  P lan を策定

・「国家科学技術プログラ
ム（1998 ～2002）」の左
記内容を確認の上、
CEFOF に期待する役割
と、この要請内容との
整合性を調査する。

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。

・左記アクションプラン
において、CEFOF が生
産性向上にかかわる政
策の実施機関として位
置づけられており、科
学技術省表敬の際にも、
同省次官から、「CEFOF
は、生産性センターと
して機能を拡大し、人
材の育成や近代化に携
わることによって、コ
スタ・リカ企業の発展
に大きく貢献すること
を期待する。」との発言
があった。
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2 域内生産性
センターに
向けた法整
備

3　生産性向上
支援活動の
現状および
ニーズ

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

するため、 商工会議所や企業経営
者と話し合いの場を持つ。

　（イ）各セクターの発展に基本的に
必要な要素を分析するために、
利用可能なセクター別診断デー
タをアップデートする。

　（ウ）域内生産性センターの設立に
向けた技術的な調査を実施する。

　（エ）域内生産性センターの設立に
関する法案の立案

　（オ）国際協力を通じた財源の探索
　（カ）生産性に関連する団体間の調

整
　（キ）経営者や中堅者の経営能力を

強化するための訓練コースを実
施する。

・CEFOF によると、前記1（2）活動の
イの(エ）の域内生産性センターの
設立に関する法律の立案について、
現在新しい構想のもとに、CEFOF
を再構築し強化すべく、新法案を起
草して議会に諮る準備をしていると
ころである。

・なお、生産性センターの組織運営の
財源の一部として、煙草、アルコー
ルの売上税からの充当を検討中。

・コスタ・リカ内において、生産性向
上に関連した業務を実施している諸
団体は以下のとおり。

（1）CEGESTI

・左記を確認するととも
に、左記法案の内容、承
認、施行予定時期を含
む今後の見通しを調査
する。

・左記の財源充当の現実
における可能性につい
て調査する。

・CEGESTI、ITCR 等を訪
問し、左記団体の業務
内容を調査するととも
に、コスタ・リカ企業の

・CEFOF の法的位置付け
をコミュニティカレッ
ジから独立行政法人に
変更すべく検討がなさ
れており、例えば、煙草
やアルコール税収の一
定比率の財源を恒常的
に確保するとともに、
政府機関の現在の業務
実施上や人事政策上の
制約を緩和し、より柔
軟な事業の実施、職員
へのインセンティブ体
系を設けることを目的
としていることを確認
した。

・現在、法案は、理事会の
承認を経て、国会に提
出されたところであり、
今後、国会での審議を
巡りさまざまな政治的
議論がなされることが
予想される。CEFOF と
しては、2002 年までに
は承認を得たいとして
いる。

・左記のタバコ、アルコー
ルの売上税収からの財
源充当の可能性につい
ては、現在のところ、何
を具体的に財源にする
かはまだ特定されてい
ない。

・ C E F O F に よ る と 、
CEFOF と左記各団体の
業務内容のデマケ、お
よび CEFOF の強みは
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3　生産性向上
支援活動の
現状および
ニーズ
（続き）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

（ C e n t e r  o f  T e c h n o l o g y
Administration）UNIDO ／UNDP の
プロジェクトによって設立された非営
利の民間コンサルティング団体。職員
数は22 名であるが、所長含めてほぼ全
員、IE、QC、財務、マーケティングな
どの専門家。大企業、中小企業に対し
て、総合的な指導を行い、特に近年で
は、ISO9000、14000、財務分野での需
要が高い。対象は製造業、サービス業、
農業関連産業。
なお、CEGESTI の主なサービス内容
は以下のとおり。
　ア Industrial Cooperation

Projects
　イ Internationalisation of Enter-

prises
　ウ　Environmental Management
　エ　Strategic Management
　オ　Quality Assurance
　カ　Activity Based Costing
　キ　Organisational Culture

（2）INCAE（Central American Insti-
tute of Busines Administration）

　中米諸国の民間セクター、政府およ
び米国政府の協力によって、ハーバー
ドビジネススクールの技術的指導のも
とに、1964 年に設立された教育機関
で、MBA を授与している。

（3）国立技能訓練機関（INA）
　金属加工、繊維、農業、食品、材料
技術、商業、工芸、漁業、電気、観光、
自動車など、多分野にわたって人材育
成を行っている。なお、INA から1 名、
CEFOF の理事会メンバーに選ばれて
いる。

（4）コスタ・リカ工科大学（ITCR）
　国立の工科大学で、コスタ・リカ大
学と並んで、理科系、技術系教育では、
最も優れた大学のひとつ。CEFOF と
CEGE S T I と共同で参画している
CABEI －PROJECT において、技術面
からの指導を企業に対して行ってい
る。

生産性向上に対する
ニーズおよび本要請内
容に挙げられたCEFOF
の役割とのデマケを確
認する。

以下のとおり。
ア 　CEGESTI
左 記のとおり財務、

マーケティングなどの経
営 管 理 、 品 質 保 証 、
ISO14000 等の環境管理、
組織の意識改革などにか
かわるセミナーや左記の
特定分野にかかわる診断
サービスを行っているが、
生産管理のサービスは
行っていないうえに、
CEFOF の研修活動や現
場レベルでのアドバイス
活動のようなものは行っ
ていない。また、料金が比
較的高い。

イ　INCAE
左記のとおり、MBA を

授与している他、大企業
の経営者レベルの幹部を
対象に経営に係るコンサ
ルティング活動（診断）を
行っており、顧客層が高
額な料金を支払える大企
業に限られている。

ウ　INA
技術者育成を目的に、

左記業種における固有技
術の訓練を行っている。
主な対象者は学生や職人
である。

エ　ITCR
法的位置づけが Un i -

versity であるITCR は、予
算上の制約から、ITCR 自
らは以下のサービス内容
を提供できないため、財
団組織である FUNDA -
T E C（ F u n d a t i o n  o f
Techno logy）を通じて、
業務を実施している。
（ア）電子機器のデザイン
とメインテナンス

（イ）Preventive and cor-
r ec t i ve  ma in t enance
にかかわるコンサル
ティング活動と技術指
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3 生産性向上
支援活動の
現状および
ニーズ
（続き）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・コスタ・リカ工業会議
所（CICR）、金属工業協
会（ASOMETAL）、食品
工業会議所（CACIA）を
訪問し、各産業の現状

導
（ウ）品質管理にかかわる
コンサルティング活動

（エ）金属加工における試
験検査

（オ）産業コンピューター
技術の研修活動（CAD
／CAM 等）

（カ）Business  Manage-
ment

 a 経営面のコンサルティ
ング活動

 b 会計、財務、マーケ
ティング、労働倫理、
H um a n  R e l a t i o n -
ships などにかかわる
研修活動

（キ）コンピューター
 a システム開発
 b アプリケーション開発
および機材調達にかか
わるコンサルティング
活動

（ク）作業スペースにおけ
る有害物資の分析、安
全基準の適用にかかわ
るコンサルティング活
動

（ケ）Cultivation of veg-
etable fabrics

（コ）アグロインダスト
リーにかかわる包装技
術、貯蔵品検査、新製
品の開発、微生物分析
など

　上記のサービス内容は、
比較的工学的要素が多分
に強く、研修活動に関し
ては、大学教育の一環と
して実施されている。ま
た、中小企業が負担する
には高額な料金設定に
なっている。ただし、今回
の調査では、FUNDATEC
が冬休み期間中であった
ため視察ができず、上記
の業務内容について十分
調査ができなかったため、
今後の調査を通じ確認す
る必要がある。

ア　コスタ・リカ工業会
議所（CICR）

（ア）活動概要
　1943 年に設立され、会
員数は主要製造業の約
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3 生産性向上
支援活動の
現状および
ニーズ
（続き）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

および生産性向上に対
する産業別のニーズを
調査する。

800 社。主な活動内容は、
工業界にかかわる政策立
案、会員サービスなどの
活動を行うとともに、同
会議所の中小企業支援部
門として中小企業支援セ
ンターを併設し、訓練
コース、ワークショップ、
セミナーを開催している。
（イ）工業界の現状
　国内外における競争力
強化のために、経営改善
による品質向上、コスト
低減が求められている一
方、環境やエネルギー関
連のコンサルティングに
対するニーズも高まって
いる。また、中小企業に対
する技術支援分野では、
企業の抱える問題が多様
化および複合化している
こともあり、経営全般に
わたる指導などの支援要
請が増加している。
（ウ）   生産性向上に対す
る期待
経営者の啓発や管理監督
者の育成などを通じた社
内における意識（文化）改
革、およびコンサルティ
ングやトレーニングを通
じた経営の近代化に貢献
してほしいとの要望が
あった。

イ　コスタ・リカ食品工
業会議所（CACIA）

（ア）団体の概要
　設立は1973 年。会員数
は食品加工業1250 社。人
材育成、情報提供などを
通じて、会員への支援活
動を行っている。
（イ）食品工業界の現状
　会員の約 30％の企業が
欧米に自社製品の輸出を
行 っ て い る た め 、
ISO9000、ISO14000 等の
国際規格への対応が喫緊
の課題となっている。
残りの 7 0％の企業は、
ファミリービジネスとし
て国内市場をターゲット
としており、関税撤廃に
伴うメキシコ、チリなど
からの輸入品との競争を
懸念している。
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3 生産性向上
支援活動の
現状および
ニーズ
（続き）

4 生産性向上
分野に関す
る他国、国
際機関から
の協力内容

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・質問表の回答によると、生産性向上
分野に対する他国からの援助・協力
はないということだが、前記1 の（2）
「国家科学技術プログラム」のSub －
activities に対する出資団体として、
I D B（米州開発銀行）、Sw i s s、
Taiwan、PNUD（名称不明）、ONUDI
（名称不明）が記載されている。

・左記を確認する。

（ウ）生産性向上に対する
期待
　価格と品質にかかる競
争力を高めるために、財
務、マーケティング、生産
技術、製品開発力などに
関して強化したい。

ウ　コスタ・リカ金属工業
会議所（ASOMETAL）

（ア）団体の概要
　1967 年に設立。国内に
ある金属加工業約 900 社
の内、約 50 社が会員。各
企業の得意分野の専門化
を通じた競争力の向上な
どの支援活動に力点を
行っている。会員企業の
主な業種は、コーヒー加
工機械、ベイカリー用
オーブン、電話ブース、果
物運送機器など。
（イ）金属加工業界の現状
　一定の技術力はあるが、
独立独歩の意識が非常に
強く、企業間のコミュニ
ケーションや提携関係が
ないため、製品について
も、原材料から完成品に
いたるまで一貫して自社
で製造しており、コスト
高を引き起こしている。
また、ファミリービシネ
ス的性格が強いため、事
業規模が拡大したとき、
従前の組織経営能力では
対応出来なくなっている。
（ウ）生産性向上に対する
期待
　近代的な経営者の育成、
5S 等による生産面におけ
る基礎的能力の強化、国
際競争力強化のための新
製品開発、品質改善、コス
ト低減など。

・他団体に対する国際機
関からの協力の有無に
ついて時間的制約から
十分調査出来なかった
が、CEFOF によると、
CEFOF が過去に受けた
協力以外に、コスタ・リ
カ国内の公的機関への
国際機関からの協力は
ない。また、左記プログ
ラムに記載がある IDB、
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協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・CEFOF によると、中米経済統合銀行
（Central  American Bank for Eco-
nomic Integration：CABEI）は、金
属工業会議所（ASOMETAL）およ
び食品工業会議所（CACIA）とそれ
ぞれ共催で、中小企業に対して技術
開発プログラムを以下のとおり実施
している。
　（1）ASOMETAL とのJoint Program

CEFOF、ITCR、CEGESTI が委
託を受け、5S活動、度量衡計測、生
産管理、保全などの分野を中小企
業 20 社に対して指導している。
CEFOF は主に5S 活動指導を担当
し、CEFOF の受け取り分は 5 万
2,000US ドル。

　（2）CACIA との Joint Program
CEFOF、ITCR、CITA（食品研
究所）が委託を受け、チームワー
ク、食品加工技術、環境管理など
を中小企業 49 社に対して指導し
ている。CEFOF は主に5S 活動指
導、品質保証コースを担当し、
CEFOF の受け取り分は約6 万US
ドル。

・水本個別専門家の報告書によると、
2000 年度も、CABEI からの支援プ
ロジェクトの実施依頼があるとのこ
と。

・各プログラムにおける
各団体の担当業務内容
を含めて、左記を確認
する

・左記を確認する。

Swiss、Taiwan、UNDP
（ 国 連 開 発 計 画 ）、
UNIDO（国連工業開発
機関）の外国政府およ
び国際機関は、CEFOF
自身が今後計画する中
米域内における技術支
援プロジェクトの出資
機関であることを確認
した。

・CABEI － ASOMETAL
プロジェクトにおいて、
CEFOF は、5S 活動指導、
生産管理、TPM、度量衡
計測などを担当。CEGESTI
は、マーケティング、ISO
－9000 を、またITCR は
CAD ／CAM、IE、Auto-
mation などを担当。

・CABEI － CACIA プロ
ジェクトにおいて、
CEFOF は5S 活動指導、
品質保証コースを担当。
ITCR の内部機関であ
る環境保全リサーチセ
ンター（CIPA）が環境
保全にかかるシステム
作りや立法などを担当。
同じく、ITCR の内部機
関である化学・微生物
サービスラボラトリー
は、食品微生物コース、
Food handl ing に関す
るコースを担当。CITA
は HA C C P にかかる
コースなどを担当。

・CABEI は、当初、2000
年度も引き続き、コス
タ ・ リ カ に お け る
CABEI プロジェクトに
出資を予定していたが、
1999 年ハリケーンミッ
チの被害を受けたホン
デュラスの国々に対す
る資金の援助が余儀な
くされたため、2000 年
度はプロジェクトの実
施を中止した。



─ 18 ─

Ⅱコスタ・リカ
国における中小
企業の現状
1 中小企業に
対する国家
開発計画・
対 象 セ ク
ター開発政
策など

（1）国家開発計
画など

（2）零細小企業
振興法

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・零細企業・中小企業を支援するプロ
グラムはこれまでにも存在したもの
の、これらを統括、連携もしくは調
整する機関が存在しなかった。1999
年 1 月に承認された零細小企業振興
法では、零細企業・中小企業支援に
かかる諸活動を統括する役割を果た
す「中小企業支援総合システム
（Integral  System for  the Support
o f  t h e  S m a l l  a n d  M e d i u m
Enterprises：SYAMPE）」の設立が
定められている。

・SYAMPE の主な活動は以下のとお
り。

（1）中小企業振興にかかる既存の諸活

・「国家 5 カ年計画」など
の国家開発計画、政策
における中小企業振興
の位置づけを調査する。

・左記零細小企業振興法
およびSYAMPE につい
て詳細（具体的な支援
内容、ターゲットグ
ループ等）を経済商工
省などに確認するとと
もに、生産性向上分野
および CEFOF に期待
される役割を調査する。

・経済分野について取り
まとめられたコスタ・
リ カ 経 済 国 家 計 画
（1998 ～2002）において
は、生活水準の向上と
安定に資するため、生
活コストの低減、雇用
増大、貧困撲滅が目標
としてあげられている。
そのうち、貧困撲滅に
向けた政策のひとつと
して、零細企業振興支
援があげられている。

・経済商工省（MEIC）次
官によれば、中小企業
振興は現政権にとって
最重要課題のひとつで
あり、1999 年にはMEIC
と労働社会保障省では
「零細小企業支援統合シ
ステム（SIAMYPE）」な
らびに「零細小企業支
援基金（FONAMYPE）」
を打ち出し、分散化さ
れた支援機関や支援策
を統合し、制度の整備
を図るとともに、すべ
ての業種の中小企業を
対象として輸出競争力
の向上に積極的に取り
組みたいとしている。

・SIAMYPE は、経済商工
省、労働社会保障省、大
統領府、女性問題省な
どによって、1999 年に
策定された零細小企業
支援システムであり、
女性の地位向上などの
社会保障的要素の強い
ものである。具体的に
は、組織・情報体制の整
備、財政支援、製品の競
争力の向上にかかる活
動の実施を通じ、企業
支援や女性支援を行う
ことにしている。
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（2）零細小企業
振興法
（続き）

（3）中小企業支
援政策の動
き

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

動を連携する。
（2）中小企業を支援する活動のコー
ディネイトを促進することによって、
国家政策やセクター別の政策とリン
クした総合的な戦略を企画すること
・なお、上記零細小企業振興法にかか
る責任省庁は、労働社会保障省と経
済商工省。

・Tra i n i ng  a nd  Te chn i c a l  A s s i s -
tance の分野を活用した戦略が立て
られ、同分野に対して政府から約
160 万 US ドルの投資が見込まれて
いる。

・CEFOF によると、1999 年 11 月に、
経済商工省は、SMEs のニーズに応
えるべく、Gen e r a l  P o l i c y  a n d
Strategy を提出した。この新しい政
策の目的は、世界経済に参加するた
めに必要な競争力を身に付け、
SMEs の育成を促進させる環境を整
備すること。

・左記について不明点が
多いため、詳細を確認
するとともに、CEFOF
との関連性の有無を調
査する。

・左記については不明点
が多いため、詳細を確
認 す る と と も に 、
CEFOF との関連性の有
無を調査する。

・F O N A M Y P E は 、
SIAMYPE の活動に必
要な財源の確保を目的
として、経済商工省、貿
易振興会（PROCOMER）
および INA によって運
営されており、具体的
には、零細小企業に対
する技術支援にかかる
融資プログラムが実施
されることとなってい
る。

・CEFOF は、下記（3）の
フォーラムに参加した
ものの、SIAMYPE を含
め経済商工省が関連し
ているプロジェクトに
は現在のところ参画し
ていない。ただし、経済
商工省次官によると、
同省としては、CEFOF
が持つ 5S 等の技術を評
価しており、今後技術
面における人的投入を
期待しているとのこと。

・経済商工省次官による
と、FONAMYPE の融資
プログラムのひとつと
して、零細小企業が、コ
ンサルティングサービ
スを受けるため、INA
から約160 万US ドルが
出資されることになっ
たものの、CEFOF は同
プログラムに参画して
いないことを確認した
が、融資の対象となる
コンサルティングサー
ビスの内容や、主な団
体名などについては、
未確認。

・1999 年11 月、CEFOF を
含む技術支援機関、教
育機関、融資機関など
の参加により、中小企
業支援にかかる経済省
主催のフォーラムが開
催され、同省より上記
機関の連携を呼びかけ
る「総合政策と戦略
（Gen e r a l P o l i c y  a n d
Strategy）」が発表され
た。上記においては、中
小企業が国際競争力を
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（3）中小企業の
現状

　ア　産業

　イ　輸出高

　ウ 多国籍企
業との関
係

（4）中小企業の
課題

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・黒田専門家（第三国研修：1999 年 8
～ 9 月）の報告書によると、中小企
業の主要産業は、食品加工、金属加
工、繊維、アグロインダストリー、ソ
フトウェア、農業、漁業であり、主
に国内向けおよび近隣の中米諸国向
けである。

・CEFOF によると、最近では、情報技
術にかかる多国籍企業のコスタ・リ
カへの進出が増加しているととも
に、ソフトウェア開発にかかる中小
企業の数が増加している。

・CEFOF からの質問表の回答による
と、1999 年度の中小企業の輸出高
は、コスタ・リカの全輸出高の38％
を占めている。なお、全企業数の約
6％を占める大企業が、全輸出高の
62％を占めている。

・黒田専門家の報告書によると、近
年、インテル、ファイアーストーン、
ドールといった多国籍企業が現地法
人として進出し、大規模な雇用を行
い、輸出高の大幅な増加に貢献して
いる。しかしながら、多国籍企業の
進出は、政情安定、免税特権、低賃
金の労働力だけを目当てにしたもの
であり、部品などの調達に関して、
企業内における一貫生産方式もしく
は輸入によって調達しているため、
多国籍企業と現地中小企業による下
請け構造が存在しておらず、コス
タ・リカ国内の経済基盤強化および
地場産業の育成にはつながっていな
い。

・黒田専門家の報告書によると、中小
企業が抱える問題点は以下のとお
り。
　ア　投資計画等の計画策定能力の弱

さ
　イ　価格競争力の弱さ
　ウ　品質管理の弱さ

・左記を確認する。 ・技術団員所見によると、
コスタ・リカの中小企
業を取りまく環境は以
下のとおり。

（ア）国内市場の開放
　地場産業であっても、
段階的な関税の撤廃に伴
い、国内市場において、チ
リやメキシコなどの製品
との競争を余儀なくされ
る一方、企業の生産や品
質能力の向上に伴い、国
内に進出している外資系
企業に対して製品を納入
しうる企業も一部現れて
いる。
（イ）国内市場の矮小性
　訪問した中小企業の大
半は、国内市場が小さい
ため、製品の供給力に見
合った需要がある中米域
内に製品を輸出している。
なお、上記（ア）のとおり、
国内に進出している外資
系企業に部品を供給して
いる中小企業が数は少な
いながらも現れているも
のの、外資系企業の下請
け企業に対する品質、納
期などの条件が非常に厳
しいため、大半の中小企
業は、外資系企業に納品
するよりも、品質などで
コスタ・リカ産業が優位
にある中米域内に対する
輸出に重きを置いている。

（ウ）高い人的能力と人件
費
　コスタ・リカは教育水
準が高く、近隣諸国に比
較すれば、より高い能力
の労働力を得られる一方、
最近は、メキシコなどの
近隣諸国の通貨下落もあ
り、人件費が比較的高く
なっている。

・中小企業訪問を通じた
調査の結果、技術団員
所見によると、中小企
業が現在抱える課題は
以下のとおり。

（ア）企業の改善意識の低
さ
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（3）中小企業の
現状
（続き）

Ⅲ　CEFOF の
現状

1　関係する省
庁、他の機
関および実
施機関の組
織の調査

（1）科学技術省

（2）生産性開発
財団

（FUDESPRO）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

　エ　マーケティング、生産、開発全
般にかかる経営管理能力の弱さ

　オ　製品・市場開発力の弱さ

・科学技術省は、中米域内産業技術育
成センター（CEFOF）の監督省庁で
あり、1998 年5 月の政権交代以前は、
独立した省であったが、左記政権交
代に伴う省庁の改編の結果、科学技
術省は、農業・牧畜省の所管下に置
かれたものの、機能的には、独立し
た省庁の役割を果たしている。

・生産性開発財団（FUDESPRO）は、
CEFOF の活動を支援・強化するた
め、国際機関などからの資金、およ
び研修参加費を管理運営している財
団。事務所はCEFOF 内に位置し、2
名いる職員（事務局長および会計）
は、CEFOF 職員を兼務している。
具体的な業務内容は以下のとおり。

（1）CEFOF と共同して訓練活動およ
び技術支援活動を実施する。

（2）CEFOF のスタッフの育成

・左記を確認するととも
に、科学技術省および
CEFOF を含む関連機関
の組織、業務内容等を
調査し、最新の組織図
を入手する。

・左記を確認するととも
に、CEFOF との予算上
および業務上のデマケ
について調査する。

家業的性格が強いうえに、
長年、関税障壁で保護さ
れてきたため、企業の改
善に対する意識および文
化風土が希薄であり、意
識改革が必要である。
（イ）経営管理の近代化の
必要性
　上記（3）の環境のなか、
今後国内外において競争
力を向上させていくため
に重要な課題は、経営管
理自体の近代化であり、
以下の点を強化していく
必要がある。
　a 企画計画策定能力
　b コスト競争力
　c 品質管理
　d 経営管理能力
　e 製品・市場開発力

・科学技術省の組織図を
入手し、ミニッツに記
載した。（Annex3）

・1994 年に CEFOF の監
督省庁が教育省から科
学技術省に代わった後、
1998 年には行政改革が
行われ、大臣数の減少
を目的に、農業牧畜省
の大臣が科学技術省の
大臣を兼務することに
なった。ただし、機能的
には、従来どおりの独
立した省庁の役割を果
たしている。

・CEFOF は、1997 年に
FUDESPRO という財
団 組 織 を 設 立 し 、
CEFOF の法的位置づけ
がコミュニティカレッ
ジであるために予算上
の制約から対応できな
い業務、たとえば外部
講師の傭上、資金的支
援プロジェクトの請負
実施、CEFOF 職員の研
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2　CEFOF の現
状

（1）組織
　ア　組織

　イ　理事会

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

（3）機材の購入と保守
（4）CEFOF の予算で充当し 得ない活
動の実施

（5）他企業との Joint Venture

・CEFOF によると、訓練センターか
ら生産性センターへ移行するため、
現在、組織改編中で、具体的には、各
スタッフを専門分野別（Production
M a n a g e m e n t 、 Q u a l i t y
M a n a g em e n t、E n v i r o nm e n t a l
M a n a g e m e n t 、 I n f o r m a t i o n
Techno logy、Qual i ty  Assurance
Laboratory）にグループ分けし、必
要に応じて訓練、コンサルティン
グ、情報活動、研究開発活動に共同
してあたることが出来るような弾力
的な組織に改編中。

・理事会は、理事長が科学技術省次
官、理事に文部省、経済商工省、労
働・社会保障省、国立技能訓練機関
（INA）、産業会議所・民間企業協会
連合会（UCCAEP）、工業会議所
（CICR）のそれぞれの代表者 7 名で
構成されている。

・左記を確認し、CEFOF
の最新組織図を確認す
る。

・左記を確認するととも
に、理事会の役割を調
査する。

修、CEFOF 向けの機材
の購入や補充などを
FUDESPRO が行って
いる。

・CEFOF は、生産性にか
かる企業からの多様化
および複合化したニー
ズに対応するため、
1999 年に、Academic 部
門のスタッフを左記の
5 つの専門分野に分け
ることにより、将来的
に、以下の生産性セン
ターの 4 つの柱となる
事業に対応できるよう
組織改編を行った。

（ア）Educa t ion ,  T ra in -
i n g  ＆  T e c h n i c a l
Improvement

（イ）Techn i c a l  A s s i s -
tance ＆Consultancy

（ウ）I n f o rm a t i o n  a n d
P r omo t i o n  o f  t h e
Productivty

（エ）Projec t s  Deve lop-
ment

・最新の組織図を入手し、
ミニッツに添付した。
（Annex4）

・ 理事会メンバーを左記
のとおり確認し、ミ
ニッツに記載するとと
もに、理事会が事業計
画、予算などの承認を
行っている他、関連省
庁および業界の代表な
どが理事会メンバーで
あることから、CEFOF
と政府ならびに産業界
とのパイプ役を果たし
ていることを確認した。
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　イ サブセク
ター別

　ウ　規模別

（5）フェーズ 1
での対象分
野の活動の
現況

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・質問表の回答によると、1999 年度の
事業実績では、In － house training
と In － company training の顧客は、
サービス業と木材業（Lumber）等。

・質問表の回答によると、1999 年度の
In － house  t r a in ing  および In －
company training を受講した規模
別企業数は以下のとおりだが、上記
のアの表中の数字と一致していな
い。

（ア）In － house training の受講者に
ついては、中企業が132 人、大企業
が 68 人、小企業は 9 人。

（イ）In － company training の受講者
については、大企業が 9 社、中企業
が 1 社、小企業が 1 社。

・フェーズ 1 では、生産管理・品質管
理、ラボラトリーおよび情報処理の
分野について技術移転が行われ、研
修用機材、試験検査機器、コン
ピューターなどの機材が供与され
た。

・左記の詳細について確
認する。

・左記の詳細について確
認する。

・供与機材の現状を含め、
フェーズ 1 の対象分野
の現状を確認する。

・1 9 9 9 年 度 の O p e n
t r a i n i n g と C l o s e d
t ra in ing の研修活動に
ついては、業種別参加
人数では、食品加工業、
工業一般（金属加工業、
製紙・印刷業他）、サー
ビス業が大半を占める。

・1 9 9 9 年 度 の O p e n
t r a i n i n g と C l o s e d
t ra in ing の研修活動に
ついては、規模別顧客
企業数では、中企業が
133 社、大企業が77 社、
小企業は 10 社、零細企
業は 0 社であった。

・CEFOF は、フェーズ 1
の成果として、5S、QC、
TPM、監督者訓練コー
ス、情報分野のアプリ
ケーション、ラボラト
リーの試験検査にかか
る研修サービスを実施
している。また、フェー
ズ 1 の知識と技術を活
用して、1998 年からは
5S を中心としたアドバ
イス活動（Tec h n i c a l
assistance）を自主的に
開始し、CABE I プロ
ジェクトを通じて、食
品加工および金属加工
にかかる中小企業を対
象に実施した。

・ラボラトリーにおける
試験検査サービスにつ
いては、繊維ラボが年
間3500 件の試料の試験
を行い、活発に活動を
行っている一方、食品
ラボは1998 年 4 月から
1999 年 1 月まで事実上
ラボを閉鎖していたこ
ともあり、1999 年の再
開後は新たに有害物資
管 理 シ ス テ ム
（ H A C C P：H a z a r d
Analys is  and Cr i t ica l
Control Points）に対応
した研修サービスへ取
り組みを始めているも
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（5）フェーズ 1
での対象分
野の活動の
現況（続き）

（6）第三国研修

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・我が国からの協力として、ベリー
ズ、グァテマラ、エル・サルヴァド
ル、ホンデュラス、ニカラグァ、パ
ナマを対象に、「生産性・品質向上」
にかかる第三国研修（1997 ～ 2001）
を実施中。

・左記案件に関し、コス
タ・リカ側による結果
を確認する。

のの、1999 年の試験検
査実績は 150 サンプル
と低迷している。また、
金属ラボにおいては、
企業からのニーズが限
られており、主たる活
動は中小企業向けの計
量測定などの意識向上
研修となっている。

・情報部門については、
アプリケーション研修
をはじめとして、1999
年度には 45 コース計
854 人に対する研修を
展開しており、CEFOF
の手でよく自主稼働お
よび管理されている。

・1992 年度の無償協力お
よびフェーズ 1 で供与
された機材機器は適正
に維持管理されている
が、ラボラトリーにお
いては、スペアパーツ
が現地で入手できずに、
使用できない機材が一
部みられたり、外部へ
の試験検査サービスを
実施するには、職員の
技術力が不足している
技術分野であるため、
未使用の機材も一部存
在した。また、情報分野
については、陳腐化が
進んでおり、無償資金
協力によって供与され
た 40 台の端末のうち現
在は 15 台のみを使用
し、フェーズ1 で供与さ
れた 1 0 台 と 新たに
CEFOF みずから購入し
た 12 台とあわせて研修
に活用している。また
無償資金協力によって
供与されたサーバー 7
台のうち、稼働可能な3
台のみを使用している
ものの、3 台では能力が
不足し、業務上支障が
出ている。

・1999 年の第三国研修で
は、グァテマラ、エル・
サルヴァドル、ベリー
ズ、ホンデュラス、ニカ
ラグァ、パナマ、コス
タ・リカ、ドミニカ共和
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（7）C E F O F 、
FUDESPRO
に対する他
の外国政府
機関および
国際機関に
よる協力内
容

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・CEFOF によると、現在CEFOF に対
する他機関からの援助はないとのこ
と。

・ただし、第三国研修の事前調査団報
告書（1997 年）によると、過去には、
FUDESPRO を通じて、国際機関か
ら CEFOF に対する業務委託が以下
のとおりあった。
ア　 IDB（米州開発銀行）

IDB は、コスタ・リカに対して、
PROGRESE（企業プログラム、
1995 年2 月～1998 年 8 月）を実
施し、F E C A I C A（ C e n t r a l
American Federation of Cham-
b e r s  a n d  I n d u s t r i a l
Assoc ia t ions：中米域内の各商
工会議所等の上部連合体）が、全
コースの 49％の実施の委託を受
け、CEGESTI が残り51％のコー
スの実施の委託を受けた。その
うち、FECAICA が委託された中
小企業向けのコースの一部が
CEFOF によって実施された。な
お、コースの内容は不明

イ　 ILO（国際労働機関）
ILO の資金的協力により、以下の
2 コースを実施したが、1997 年 9
月からの開始を目途に、中米を
はじめキューバ、ハイティ、メキ
シコ、ドミニカ共和国の中小企
業向けの研修計画を作成中。

　（ア）期間：1996 年 12 月 5 日～6 日
場所：ドミニカ共和国
対象者：中小企業経営者（25 名）
研修科目：生産性向上のための
戦略

・左記を確認する。

国の 8 カ国から 42 名が
参加。研修内容は以下
のとおり。
ア　中米域内の生産性開

発戦略
イ　チームワークによる

全員参加（5S を中心
とした）

ウ　問題解決法
エ　IE による生産性向上
オ　生産管理と生産性測

定
カ　バリューエンジニア

リングによる原価低
減

キ　標準化と品質管理
ク　環境管理
　また、オプションとし
てWindows 95 などの情
報技術講座を実施。

・IDB、ILO、台湾等の外
国政府、国際機関など
の協力を得て、周辺国
に対して、CEFOF が過
去に行ったプロジェク
トを確認し、ミニッツ
に添付した。（ Annex8）
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Ⅳ 　 要 請 プ ロ
ジェクトの内容

1　案件名称

2　実施体制
（1）総括責任者

（2）実施責任者

3　要請内容と
ニーズ

（1）技術移転の
対象となる
分野と内容

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

　（イ）1997 年 4 月 28 ～ 29 日
場所：ニカラグァ
対象者：中小企業経営者（34
名）
研修科目：生産性向上のための
戦略

・CEFOF as a Productivity Center

・不明

・不明

・質問表の回答によれば、専門分野グ
ループ別に以下の内容が要請されて
いる。
ア　Quality Management group
（ア）Integral  Diagnosis：Produc-

tivity Measurement
（イ）ISO9000
（ウ）Statistical Process Control
（エ）Total Quality Management
イ A dm i n i s t r a t i v e  P r o d u c t i o n
Management group
（S t r a t e g i c  M a n a g em e n t  a n d
Production Management）

（ア）Consultancy Training
a　General Consulting Topics
（a）Admin i s t r a t i ve  manage -

ment
（b）Financial management
（c）Marketing management
（d）Production management
（e）Personnel management
（f）Quality management
（g）Consultancy methodology
（h）Prac t i c a l  d i a gno s i s  a nd

integrated consultancy in
a company

（i）E v a l u a t i o n  o f  p e r f o r -
mance as consultants

b　Specific Topics
（a）P r o d u c t i v i t y  m e a s u r e -

・左記名称につき確認す
る。

・左記について、位置づ
けおよび役割を踏まえ
た上で、具体的な責任
名について確認する。

・左記の内容および要請
の理由を確認する。

・フェーズ2 において、広
範囲に亘る左記の内容
の全てを網羅すること
は困難であることをコ
スタ・リカ側に説明し
た上で、要請理由なら
びに要請分野間の関連
性、優先順位、必要な場
合は第 1 フェーズとの
関連性などを確認する。

・左記を確認したが、名
称については今後プロ
ジェクトの内容を協議
していくなかで変更の
可能性もあり得ること
を確認した。

・総括責任者「P r o j e c t
Director」はCEFOF 所
長とすることを確認し
た。

・実施責任者「P r o j e c t
Manager」は、CEFOF の
Academic Director（事
業部長）とすることを
確認した。

・上記Ⅲの2（1）アの調査
結果にある事業の 4 つ
の柱を担う生産性セン
ターに今後移行するた
めに、CEFOF が技術移
転を要請していること
を確認した。

・左記の内容を説明した
上で、協議を通じて、協
力の内容を絞った結果、
生産性向上にかかる管
理技術を技術移転分野
のコアとして、同技術
の基礎をカウンター
パートに教授するとと
もに、カウンターパー
トがこれらの技術を用
いて企業コンサルティ
ングが行えるようにな
ることを目標とし、技
術移転分野を以下のと
おり絞り込み、ミニッ
ツに添付した。
　（Annex12）
（a）生産管理
（b）品質管理
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（1）技術移転の
対象となる
分野と内容
（続き）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

ment
（b）TPM implementation
（c）Incentives policies
（d）P r o j e c t  a n a l y s i s  a n d

evaluation
ウ　Environmental Management
（ア）Consultancy Trainin
a　General Consulting Topics
（a）Environmental Issues
（b）Consultancy methodology
（c）pra c t i c a l  d i a gno s i s  a nd

integrated Consultancy in
a company

（d）Ev a l u a t i o n  o f  p e r f o r -
mances as consultants

b　Specific Topics
（a）Env i r onmen t a l  manage -

ment and ISO 14000
エ　Quality Assurance Area
（ア）Chromatography techniques
（イ）Japan Food Security System
（ウ）Statistical  sampling
（エ）En v i r o nm e n t a l  I n d i c a t o r

analysis
（オ）Food Microbiological Analy-

s is
オ　Laboratory of Metal Mechanics
（ア）Met ro log i ca l  Conf i rma t ion

field
カ　Textile laboratory
（ア）Tra in ing  i n  t ex t i l e  l abo ra -

tory tests
（イ）Expe r t  i n  ASTM,  AATCC

specially and ISO standards
（ウ）ISO for laboratory accredita-

tion
（エ）Harmful  subs tances  in  t ex-

tiles
キ　Information Technologies
（ア）Sof twa r e  Qua l i t y  Manage -

ment System
（イ）Decision Support System
（ウ）Web Develop ＆ Hosting
（エ）E － Business Develop
（オ）Remo t e  t r a i n i ng  and  Con -

sul t ing
（カ）Training and Consulting
（キ）MM Content Development
（ク）Smal l ,  Medium Ente rpr i ses

Benchmarking
（ケ）Tele Working

（c）経営管理
（d）生産性測定／普及

促進

・CEFOF からの要望分野
の一つである環境管理
については、それ自体
では技術移転分野の柱
の一つとして技術移転
するには適当ではなく、
生産管理の副次的技術
であることから、生産
管理の情報提供の位置
づけとした。

・ラボラトリーにおける
試験検査技術について
は、上記のコアとなる
管理技術との関連性が
低いことから、協力の
範囲外とした。しかし
ながら、食品ラボにつ
いては、食品加工産業
がコスタ・リカ国で最
も重要な産業であると
ともに、国際的な食品
衛生基準の導入に関連
し、食品ラボの試験検
査に対するコスタ・リ
カ内のニーズが高まっ
ていることから、個別
専門家らによる補完的
な技術支援を検討する
必要があると判断した

・情報技術分野について
は、情報技術にかかる
固有技術は対象とせず、
上記の管理技術に必要
な情報処理のソフトの
応用などの面で関連が
あり得る内容に限って、
上記の技術移転分野の
ツールとして位置づけ
たところであるが、ど
のような形で盛り込ん
でいくかさらに検討し
ていく必要がある。

・上記のコスタ・リカ側
からの要望分野以外に、
調査期間中に以下のと
おり要望があった。

（a）中米域内に対する活
動
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（1）技術移転の
対象となる
分野と内容
（続き）

（2）要請の背景
とターゲッ
トグループ

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・CEFOF によると、企業の生産性、品
質および競争力向上をサポートする
ためには、訓練コースのみならず、
生産性普及、indus t r i a l  i n fo rma-
tion, Technical assistance、Train-
ing consulting services が必要であ

・ターゲットグループ、
その現状、ニーズおよ
び左記分野における
CEFOF の技術的課題、
本プロジェクトによっ
て CEFOF が強化した

　衛星回線を用いたテレ
ビ会議を通じて、中米域
内の各国の生産性に関連
する機関間をつなぎ、
ネットワークを構築する
ことを要望していたが、
そのネットワーク構築を
通じて何をしたいかとい
う点が具体化されておら
ず、ハードの供与が主た
る目的であるため、プロ
ジェクト方式では対応で
きないとした。
（b）コンサルタント認定
　CEFOF 内部の人材育
成のみならず、CEFOF が
短期審査により外部の人
材に対してコンサルタン
トとして認定するととも
に、社会経済生産性本部
（JPC）からも認定しても
らえないかという要望が
あった。しかしながら、本
件については、外部人材
の育成というよりも、既
存の人材の認定制度を確
立したいとの要望である
うえに、JPC が2 年間の研
修後、経営コンサルタン
トを認定するというよう
なコンサルタント養成
コースを、CEFOF がする
としても、5 年間の技術移
転では困難と考えられる
ため、コンサルタント認
定にかかる手法などにつ
いてであれば、情報提供
として対応可能と説明し
た。

・上記のとおり絞り込み、
技術移転分野の 4 分野
ごとに、左記要請内容
と生産性センターの 4
つの柱との関連性を整
理し、ミニッツに添付
した。（Annex11）
また、暫定的な技術移
転内容として Annex12
に取りまめた。

・技術移転の直接の対象
は CEFOF の職員であ
るが、プロジェクトの
進展に伴って、コスタ・
リカ国内および中米域
内の中小企業をター
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4　プロジェク
トの基本計
画

（1）上位目標

（2）プロジェク
ト目標

（3）成果

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

り、訓練センターから生産性セン
ターに移行する必要がある。

・ターゲットグループとして、製造
業、サービス業の中小企業をあげて
いる。

いとする技術サービス
の内容などについて確
認する。またCEFOF の
産業界のニーズ把握の
方法を確認する。

ゲットグループとする
ことを確認のうえ、ミ
ニッツに記載した。

・CEFOF は、上記Ⅱの 2
（1）アの調査結果にあ
る生産性センターの 4
つの柱である事業を実
施できるようになるこ
とを希望していること
が確認されたが、協議
を通じて、4 つの柱のう
ち 、「 E d u c a t i o n ,
Training ＆ Technical
I m p r o v e m e n t 」と
「Technical Assistance
＆ Consultancy」の2 つ
の柱が、他の2 つの柱と
比較すると、優先順位
が高いことから、協力
の基本計画として以下
のとおり暫定的に合意
し、ミニッツに記載し
た。

・生産性向上の概念と技
術が、CEFOF の活動を
通じて、コスタ・リカ国
内および中米域内に普
及される。

・域内生産性センターと
して、CEFOF が、生産
性向上の技術と知識に
かかる能力を向上およ
び開発できるようにな
る。

0 プロジェクトの運営管
理体制が 整備される。

1 生産性向上分野の活動
に必要な機材が整備さ
れ、適切に維持管理さ
れる。

2 カウンターパートの生
産性向上分野に係る技
術レベルが向上され
る。

3 セミナーおよび研修
サービスが向上され
る。

4 コンサルティングサー
ビスが体系的に実施さ
れる。
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5　日本側投入

5 コスタ・リ
カ側投入

（1）カウンター
パートの配
置

（2）予算措置

（3）施設・設備

Ⅴ　プロジェク
ト方式技術協力
案件としての妥
当性

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・専門家派遣の要請分野、研修員受入
の研修内容、供与機材に関して、コス
タ・リカ側からの要望が、上記2（2）の
コスタ・リカ側からの要請分野の一部
として触れられている。

・カウンターパートとして配置が予定
されている氏名および人数について
は不明だが、Pr o d u c t i o n および
Quality の分野の職員の経歴、学歴、
技術レベルに関するデータはほぼ入
手済み。

・専門家派遣、研修員受入
の必要性および要請内容
を調査する。プロジェク
ト方式技術協力は長期専
門家による技術移転が主
軸であり、短期専門家、研
修員受入で補完するとと
もに、機材は技術移転の
ためのツールとしての位
置づけであることをコス
タ・リカ側に説明する。

・配置予定のカウンター
パートを確認するとと
もに、具体的担当業務
を確認する。また必要
に応じて、カウンター
パートの経歴、学歴、技
術レベルなどについて
確認する。

・コスタ・リカ側による
必要な予算措置につい
て確認するとともに、
確保の見通しにつき調
査する。

・実施サイトを確認する。

・上記Ⅰ～Ⅳの調査を
行ったうえ、特に以下
の観点から、プロジェ
クト方式技術協力案件
としての妥当性を検討
する。
1 要請分野に関連する国
家開発計画などとの整
合性

2 要請分野に関する中小
企業のニーズの有無と
内容

3 CEFOF の人的、技術
的、予算的実施体制お
よび能力

・左記を説明し、ミニッツ
に記載した。

・時間的制約からコス
タ・リカ側から正式に
はカウンターパート候
補者のリストは提出さ
れなかったが、本プロ
ジェクトの 技術移転の
対象部門である事業 部
門の職員のリストが提
出されたのでミニッツ
に添付するとともに、
今後カウンターパート
を絞り込んでいくこと
とした。（Annex 6）

・今後の調査を通じ確認
していく必要がある。

・CEFOF がサイトとなる
が、執務室については、
今後協力内容の協議と
あわせて、確認してい
く必要がある。

・左記を確認し、以下の結
論を得た
1 コスタ・リカ国の国家
政策のなかで、社会の
発展と環境保全を伴う
経済成長を目指して、
社会および企業におけ
る生産性の向上を図る
こととしており、プロ
ジェクトの技術移転分
野は国家開発計画など
に即していると言え
る。

2 CEFOF がこれまでに
業務として行っている
5S を中心とした研修活
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Ⅴ　プロジェク
ト方式技術協力
案件としての妥
当性
（続き）

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・上記の結果、プロジェク
ト方式技術協力で対応す
ることが妥当と判断され
る場合には、協力の内容
と範囲、および協力期間
につき、検討する。

動、現場レベルでのア
ドバイス活動は、中小
企業から高い評価を受
けている。本調査にお
ける中小企業視察で
も、中小企業が現在抱
える多様化した課題に
対する総合的なコンサ
ルティングサービスを
CEFOF に望む声は多
く、同サービスに対す
るニーズは十分あると
判断した。

3 CEFOF は、フェーズ1
終了後、人員の定着率
が改善されるととも
に、新規採用者に対し
ては、職員間で自主的
に訓練が行われてい
る。技術的には、フェー
ズ 1 の成果である知
識・技術を応用して、研
修活動のみならず、
アドバイス活動

    （Technical Assistance）
を開始し、自主的な活
動が継続・展開されて
いる。組織的にも、科
学技術省の傘下にあ
り、同省次官を理事長
とした理事会を通じ、
運営上および予算上緊
密な指導と支援を得て
いる。また、理事会の
メンバーには、経済商
工省、教育省、工業会
議所、産業会議所・民
間企業協会連合の代表
者らが含まれており、
政府および各業界との
パイプが繋がっている
ように、コスタ・リカ
の政界および経済界の
支援を受け、実施機関
として適切な能力を備
えていると判断した。

・上記より、生産性向上
技術を中心とするプロ
ジェクト方式技術協力
を CEFOF に対して行
うことは十分な妥当性
があると判断した。

・協力の内容と範囲につ
いては、上記に示した
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Ⅵ　その他
1　ミニッツ

2　今後のスケ
ジュール

3　専門家の生
活環境

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・プロジェクト方式技術協力の妥当性
が認められる場合には 1999 年度予
算で事前調査、2000 年度予算で短期
調査および実施協議調査を実施する
予定となっている。

・上記Ⅰ～Ⅳの調査事項
について必要に応じミ
ニッツに記載し、それ
を踏まえ、可能な範囲
で、Ⅴの検討結果につ
きミニッツに記載する。

・上記の検討結果に基づ
き、可能な範囲でミ
ニッツに記載する。

・専門家の生活環境、治
安状況について確認す
る。

内容を技術移転分野と
し て ミ ニ ッ ツ
（Annex12）に記載する
とともに、協力期間に
ついては 4 ～ 5 年とし、
ミニッツに記載した。

・左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。

・プロジェクト方式技術
協力の妥当性が認めら
れる場合には、2000 年
4 月に事前調査を実施
し、2000 年度中にプロ
ジェクトを開始するこ
とを検討する旨伝え、
ミニッツに記載した。

・現地駐在員事務所によ
ると、コスタ・リカは従
来、中南米のなかでは治
安が安定した国とされて
きたが、ここ数年犯罪が
急激に増加し、特に銃器
による強盗が増加してい
た。最近になり、経済的好
転とともに、サンホセ市
内の一部の地域を除き治
安面が回復しつつある。
なお、今回は時間の制約
があったため、プロジェ
クト・サイトがあるアラ
フエラ市内について詳細
な調査はできなかったた
め、今後、サンホセ市内を
含め情報収集を継続して
いく必要がある。
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第 3 章　調査・協議結果の概要

3 ｜ 1　要請の内容

今回新規に要請されたプロジェクト方式技術協力案件の要請内容は、次のとおりであった。

（1）品質管理

（2）生産管理

（3）環境管理

（4）品質保証分野

（5）ラボラトリーにおける試験検査

（6）情報技術

本件要請の実施機関であるCEFOF に対しては、生産管理・品質管理（工業一般、繊維・アパレ

ル、食品）および情報処理（データベース、システム分析設計、オペレーティングシステム、アプ

リケーション・ソフトウェア）の分野において、1992 年 9 月から 1997 年 8 月までプロジェクト方

式技術協力「中米域内産業技術育成協力事業（以下「フェーズ 1」という）」を実施するとともに、

1997 ～ 2001 年に第三国研修を実施中。

3 ｜ 2　日本の ODA およびプロジェクト方式技術協力の現状説明

行財政改革の枠組みのなかでODA が削減を迫られており、より妥当で、かつ、自立発展性の期

待される案件を形成する必要があること、ならびにコスタ・リカがプロジェクト方式技術協力の

経験があるがゆえに、前回の協力終了後のプロジェクト方式技術協力のスキームの変化、特にPCM

の導入と評価の強化（評価 5 項目の導入を含む）に伴う投入重視から成果重視への移行や自立発展

性の重要性について説明し、コスタ・リカ側の理解を得た。

3 ｜ 3　国家開発計画などの現状

1998 年に発足したロドリゲス現政権は、国家中期計画として「National Plan for Human Devel-

opment（1998 ～ 2002 年）」、および経済面に関する「National Economic Plan of Costa Rica（1998

～ 2002 年）」を発表し、前者では、「成長」「安全」「機会」「持続性」の 4 つの柱に基づき、貧困撲

滅、雇用増大、市民の安全、インフラの改善、教育の質と範囲の拡大など、社会発展と環境保全

が伴った経済成長の達成をめざしており、上記の「成長」に位置づけられている生産性の向上を通

じて、市場開放、関税の障壁撤廃およびマクロ経済の安定をめざしていくことを確認した。後者

では、生活水準の向上と安定を図るため、生活コストの低減、雇用増大、貧困撲滅をめざすこと

があげられており、そのうち貧困撲滅に向けた政策のひとつとして、現政権の最重要課題のひと
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つである零細企業振興支援があげられていることを確認した。

3 ｜ 4　コスタ・リカにおける生産性向上分野の現状

市場開放、関税障壁撤廃などの経済のグローバル化の波によって、コスタ・リカ産業は、国際

競争力向上が喫緊の課題となっており、生産管理、品質保証、コスト削減、財務、マーケティン

グ、技術力向上などの支援に対する企業からの需要が高まっている。その需要に対し、コスタ・リ

カ国内では、CEFOF をはじめ、民間コンサルティング団体、国立技能訓練機関、大学機関などが

研修サービスおよびコンサルティングサービスを提供しており、主な内容として、5S、財務、マー

ケティング、IE、QC、ISO、固有技術の指導などを行っている。しかしながら、生産現場レベル

におけるコンサルテーションを実施している団体はないうえに、近年、企業の抱える問題が多様

化および複合化しているにもかかわらず、総合的な経営診断および指導のコンサルテーションを

実施している団体はないと思われる。

3 ｜ 5　コスタ・リカにおける中小企業の現状

コスタ・リカ国内で、約 8 万の事業ユニットがあると言われているが、企業として正式に社会

保険庁に登録されている企業数は約 5000 社であり、工業分野における主なサブセクターの構成比

率としては、食品が 25％、金属加工が 20％、木材が 16％、繊維が 15％、製紙・印刷が 9％を構成

している。また、零細中小企業が占める割合は、電気電子分野を除いて、ほぼすべてのサブセク

ターにおいても、約 90％前後を占めている。なお、電気電子分野については、大企業が 100％を

占めている。

3 ｜ 6　CEFOF の現状・実施体制

（1）CEFOF に関連する機関

1）　Ministry of Science and Technology（科学技術省）

CEFOF の監督官庁である。

2）　FUDESPRO

CEFOF が 1997 年に設立した財団組織で、CEFOF が予算上の制約から対応できない業務、

たとえば外部講師への謝金、資金的支援プロジェクトの実施、CEFOF 職員の研修費用、補

完的な機材の購入などを行っている。

（2）CEFOF

1）　組織

ａ）　設立経緯

CEFOF は、中米諸国の産業発展に貢献する人材の育成を目的で、1992 年に、教育省
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の管轄下に、Community College として設立された。1994 年には、CEFOF の監督省庁

が、教育省から科学技術省に移管したが、1998 年以降は、農業省と大臣を共有すること

になった。

ｂ）　理事会

科学技術省次官が議長であるCEFOF 理事会は、科学技術省、コスタ・リカ会議所・民

間企業会連合会（UCCAEP）、工業会議所（CICR）、国立技能訓練機関（INA）、経済商工

省、公共教育省、労働・社会保障省の代表者7 名からなり、CEFOF の活動方針や予算が

決定される。

ｃ）　法制度の改正

CEFOF の法的位置づけをコミュニティカレッジから独立行政法人に変更すべく、法

案が議会に提出されたところであり、これにより、例えば煙草やアルコール税収の一定

比率の財源を恒常的に得るとともに、政府機関としての現在の業務実施上および人事政

策上の制約を緩和し、より柔軟な事業の実施を行うことを目的としている。

ｄ）　組織体制

CEFOF は、企業からの生産性向上にかかる幅広い要望に応えるためには、生産性セ

ンターに移行する必要があったため、1999 年にアカデミック部門を 5 グループに分け、

将来的に、各グループが生産性センターの 4 つの柱となる以下の事業すべてを実施でき

るように、組織改編を行った。

① Education, Training ＆ Technical Improvement

② Technical Assistance ＆ Consultancy

③ Information and Promotion of the Productivity

④ Projects Development

2）　予算

科学技術省への政府からの予算の配付額が、CEFOF 等の下部機関の予算を含めた形で決

定されるため、CEFOF の予算の配付額の決定については、科学技術省に委ねられている。

3）　職員

職員の定員および現在の職員数ともに 54 名であり、その給与基準は公務員の基準に準拠

している。アカデミック部門の職員の平均給与は、月額約 30 万コロン（13 万円相当）で、

民間企業の給与と比較すると、約半分に相当する。

現在のアカデミック部門の現在の職員の平均勤続年数は、約 4.6 年。

4）　活動

ａ）　フェーズ 1 の成果

フェーズ 1 の成果として、5S、QC、TPM、監督者訓練コース、情報分野のアプリケー
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ション、ラボラトリーの試験検査にかかる研修サービスを実施している。またフェー

ズ 1 の知識と技術を活用して、1998 年から 5S を中心としたアドバイス活動（Technical

assistance）を自主的に開始しているほか、繊維および食品ラボラトリーにおいては、試

料の試験検査サービスを行っている。

無償およびフェーズ 1 で供与された機材も一部を除き、現在も使用されており、よく

メンテナンスがされている。また、移転された技術に関しては、新規採用者に対して知

識の継承がよくなされている。

ｂ）　他の機関との協力

1998 年に、中米経済統合銀行（CABEI）が、金属工業会議所および食品工業会議所そ

れぞれと共催で、中小企業に対して技術開発プログラムを実施しており、同プロジェク

トにおいて、CEFOF は 5S 活動指導を担当した。また、国際労働機関（ILO）および米州

開発銀行（IDB）のそれぞれのプログラムを通じて、CEFOF は中米域内において、中小

企業向け研修コースを実施した。

3 ｜ 7　要請案件の内容および協力期間

本件が新規案件として採択された場合、予算面や専門家のリクルートの可能性、コスタ・リカ

側の受容能力などの観点から、次期調査においては、さらに精査する必要があるとの条件のもと

で、コスタ・リカ側と協議した結果は次のとおりである。

（1）協力内容

今次調査では、本件要請に対する協力の妥当性が確認された場合、新規協力を実施する際

の協力内容につき、次のとおり、コスタ・リカ側の考え方を整理した。技術移転分野として

当初要請されていた 6 分野（P.38　3 － 1　要請の内容（1）～（6））に対し、協議を通じて、生

産性向上にかかる管理技術をコアとした技術移転を行い、以下の分野をとりあえずの技術移

転分野の柱とすることとした。

1）　対象となる技術移転分野

ａ）生産管理

ｂ）品質管理

ｃ）経営管理

ｄ）生産性測定・普及促進

2）　ターゲットグループ

対象となる技術移転分技術移転の直接の対象はCEFOF の職員であるが、プロジェクトの

進展にともなってコスタ・リカ国内および中米域内の中小企業をターゲットグループに組

み入れて、技術の普及をめざす。
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（2）PDM

1）　目標

（上位目標）

生産性向上の概念と技術が、CEFOF の活動を通じて、コスタ・リカ国内および中米域内

に普及される。

（プロジェクト目標）

域内生産性センターとして、CEFOF が、生産性向上の技術と知識にかかる能力を向上お

よび開発できるようになる。

2）　成果

0　プロジェクトの運営管理体制が整備される。

1　生産性向上分野の活動に必要な機材が整備され、適切に維持管理される。

2　カウンターパートの生産性向上分野に係る技術レヴェルが向上される。

3　セミナーおよび研修サービスが向上される。

4　コンサルティングサービスが体系的に実施される。

（3）投入内容

コスタ・リカ側からは長期および短期専門家の派遣、研修員受入、機材供与の 3 つの投入に

ついて要望があり、日本側からは、原則として専門家派遣による技術移転が主体であり、研

修員受入と機材供与はこれを補完するものであることを説明をし、ミニッツに記載した。

（4）協力期間

また、協力期間については上記の技術移転項目に関する協議結果を踏まえ、とりあえず 4 ～

5 年とし、ミニッツに記載したが、これについても次期調査の際に再度協議する必要がある。

3 ｜ 8　協力の妥当性

「フェーズ 1」において、我が国は生産管理・品質管理（工業一般、繊維・アパレル、食品）およ

び情報処理（データベース、システム分析設計、オペレーティングシステム、アプリケーション・

ソフトウェア）の分野にかかる技術移転を実施したが、今次調査において、フェーズ 1 の成果であ

る知識と技術を応用して、フェーズ 1 の成果である研修活動のみならず、アドバイス活動

（Technical Assistance）を開始しており、自主的な活動が継続・展開されていること、を確認し

た。そのうちでも、5S を中心とした研修活動およびアドバイス活動は中小企業から高い評価を受

けている上に、中小企業が現在抱える多様化した課題に対する総合的なコンサルティングサービ

スを CEFOF に望む声は多く、生産性向上分野に対するニーズは十分にあると判断した。

他方、今回の調査でコスタ・リカ国の国家政策の中で、社会の発展と環境保全を伴う経済成長

をめざして、社会および企業における生産性の向上を図ることとしており、生産性向上はコスタ・
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リカの政策上重要であることが明らかになった。

また、CEFOF の組織面においては、職員の離職率が改善され、優秀なスタッフが育ちつつある

上に、科学技術省次官が理事長を務める理事会を通じて監督官庁および政府から、政策面と予算

面において、緊密な指導と支持を受けている。

したがって、フェーズ 1 の成果をいかして、さらに中小企業の多様なニーズに対応したいとす

るCEFOF の意気込みとコスタ・リカ国政策との整合性の観点からも、生産性向上技術を中心とす

る新規協力は十分な妥当性を有すると判断される。
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第 4 章　調査団所見

調査団としては、コスタ・リカ側の余りにも強い期待感が、今後、仮に案件が採択され協力内

容の絞り込みを行う過程で、支障となる可能性があり、日本のODA 予算の厳しい現状や機器の維

持管理の重要性、専門家のリクルートの厳しさにかかわる説明なども交えつつ、日本側が協力で

きる範囲（限界）を繰り返し説明すると同時に、コスタ・リカ側のモメンタムを損なうことのない

よう、聴取および協議に努めた。

4 ｜ 1　実施機関の実施体制および実施能力

（1）　組織の自立性および技術力

・実施機関の CEFOF は、人員の定着率も改善しており、フェーズ 1 の成果である知識・技術

と施設設備を活用して、1998 年からは研修活動のみならず、5S の指導による企業に対する

アドバイス活動を開始しており、1999 年には中米経済統合銀行プロジェクトに参加し、食

品および金属セクター企業約 75 社に対する支援活動を実施するなど、自主的な活動が継続

されてきていることを確認できた。

・また、科学技術省の傘下にある CEFOF は、同省のグティエレス次官を理事会会長に抱き、

政策実施機関として運営上、予算上の緊密な指導と支援を得ているとともに、経済商工省、

教育省のメンバーともつながりがある。また、産業会議所・協会連合（UCCAEP）と工業会

議所からの代表者を同理事会のメンバーに加え、コスタ・リカ国内の産業界からの評価と需

要が直接的に表明されるため、CEFOF の活動は産業界のニーズにより敏感であり、実践的

な技術支援に向けられている。

（2）プロジェクトの成功にとって不可欠な「ヒト」の要素

・CEFOF のオルマン・ムニョス 所長は、フェーズ 1 の前半期におけるアカデミック部長（技

術部長）であり、当初から日本の協力にかかわってきている。また、現在の研修講師陣 28

名のうち、10 名がフェーズ 1 協力時のカウンターパートであり、人的には大きな流動があっ

たともいえるが、残るカウンターパートがいずれも基幹幹部に育っており、CEFOF 事業の

発展にみずからコミットするなど今後の定着が有望であること、フェーズ 1 の終了時のカ

ウンターパート27 名に対し、新たな人材をほぼ間断なく採用してきていることから、フェー

ズ 1 からの継続性とともに、あらたな人材の確保もなされている。
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・CEFOF 職員は、新規採用者も含め、5S などの研修、指導には自信を得ており、また、コン

ピューター研修についても、操作研修のみならず、企業向け会計ソフトの導入などの実践

的な指導も展開している。また、特定の範囲では組織的な技術能力を維持発展させている

一方で、それ以上の総合的な指導の展開ができない状況にある。特にCEFOF 自身を重点に

おいている中小企業の抱える問題は多面的であり、経営管理、生産管理、品質管理のいず

れについてもコンサルティングのための技術向上が不可欠である。

（3）プロジェクトの成功にとって重要な「予算（カネ）」要素

・CEFOF は事業の展開とともに、科学技術省からの予算配付、自己収入をそれぞれ増大させ

てきており、2000 年予算としては 1 億 6000 万コロンの予算および 6700 万コロンの自己収

入を見込んでおり、自己収入の全体における割合は 3 割となっている。なお、1997 年に

CEFOF は FUDESPURO という財団組織を設置しており、CEFOF の担い得ない外部講師の

招聘や資金的支援プロジェクトの受け入れ、CEFOF 職員の研修や補完的な機材の購入や補

充にあてており、FUDESPURO の生み出す年間約 1000 万コロンの収益を用いて、1998 年

にはコンピューター研修用端末機を 12 台を購入するなど、CEFOF にとっての強みとなっ

ている。オルマン・ムニョス 所長によれば、現在対応しきれていないラボ機器のスペアパー

ツ、消耗品の購入および計量機器の校正についても、今後優先順位に応じ、順次対応するよ

う自助努力をするとともに、1999 年には CEFOF のためのマーケティング担当者を採用し

たところであり、収入増のための販売促進活動にはこれまで以上に力を入れたいとしてい

る。

・さらには、CEFOF は、より安定した財政支援をもとに中小企業に対する支援を高めたいと

して、独立行政法人（Autonomous Public Entity）となるべく、国会に法案を提出したとこ

ろであり、これにより、たとえば、煙草やアルコール税収の一定比率の財源を恒常的に得る

とともに、政府機関としての現在の業務実施上、人事政策上の制約を緩和し、より柔軟な事

業の実施、職員へのインセンティブ体系を設けたいとしている。国会での審議を巡りさま

ざまな政治的議論が今後とも予想されることから、実現可能性については今後慎重に見極

めていく必要がある。

（4）「資機材（モノ）」の要素

・1992 年度の無償協力およびフェーズ 1 で供与された施設機材は、清潔かつほぼ適正に維持

管理されているが、稼働上および維持管理上の問題を抱えている。特にコンピューター部

門では、供与された機材はいずれもバージョンが古くなっており、無償資金協力によって
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供与された 40 台の端末のうち現在は 15 台のみを使い、フェーズ 1 で供与された 10 台と新

たに購入した 12 台とあわせて 37 台研修に活用している他、無償資金協力で供与された 7 台

のうち、稼動可能な 3 台のみを使用しているが、これ以上の機能拡張は不可能な状況である。

特には、職員のインターネット端末にも接続しており、研修実施期間中は E メールの扱い

ができないなど、業務上の制約のなかで活動している。

・ラボ関連は、繊維ラボがもっとも活発に活動しており、年間 3500 件の試料の試験を実施す

るなど、自己収入があがるだけに、機材の稼働率およびスペアパーツなどの手当ても比較

的良好に行われているように見受けられた。一方で、食品ラボはコスタ・リカ国内でも他

の9 つのラボと競合する関係にあり、1998 年 4 月から 1999 年 1 月まで事実上ラボを閉鎖し

ていたこともあり、1999 年の再開後は新たに有害物質管理システム（HACCP： Hazard

Analysis and Critical Control Points）に対応した研修および試験への取り組みを始めてい

るものの、試験検査実績は 150 サンプルと低迷している。金属機械ラボにおいては、企業か

らの試験ニーズは限られており、主たる活動は、中小企業向けの計量測定などの意識向上

研修となっている。このため、必然的に機材のスペアパーツ、保守のための予算配付があと

回しとなっている現状にある。

・このように、無償協力およびフェーズ 1 の供与機材については、1999 年には、中米経済統

合銀行プロジェクトへの参画などで食品、および金属加工企業向けの研修と 5S などの技術

指導の実施と調整に忙殺されたことも加わって、特に食品と金属機械ラボの稼動率が落ち

ている。一方で、上述の繊維ラボとともに、情報部門はアプリケーション研修をはじめとし

て 45 コース計 854 人に対する研修を展開しており、CEFOF の手で良く自主稼働および管

理されているといえる。このため、今次のフェーズ 2 プロジェクトにおいて、生産性向上の

活動に必要となるAV 機器ならびにコンピューター関連機材の供与を行う場合についても、

協力期間後の自立発展性は期待できるといえる。なお、これらの機材については、CEFOF

の自主的なメンテナンスおよびコンピューターのバージョンアップなどの措置を促進する

ためにも、現地調達を検討することが重要であろう。

4ー 2　協力の内容・範囲

（1）中米域内に対する事業展開

CEFOF は、中米諸国の生産性関連機関間を結ぶネットワークの構築によって、域内におけ

る生産性向上の活動を展開することを強く望んでおり、その手段として、衛星回線を用いた

テレビ会議を実施するために必要なハードの供与を要望していた。しかし、そのハードを使
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用して何をしたいかという点が具体化されないまま、ハードの供与が主たる目的となってい

るため、プロジェクト方式技術協力では対応できないとした。

なお、上記のほかに、CEFOF 側の要望する域内への広報普及については、本プロジェクト

においても、フェーズ 1 と同様、広域技術協力推進事業のスキームを用いて、プロジェクト

に赴任する専門家を中米諸国に派遣すること、もしくは中米諸国の生産関連機関からの参加

者からなる域内セミナーを実施することによって、CEFOF から中米域内へ生産性向上にかか

る知識や技術を普及することが実現可能であることをコスタ・リカ側に説明し、理解を得た。

また、さらに次の段階として、本プロジェクト終了後、第三国研修などを検討することを提

案した。

（2）コンサルタントの認定制度に関する要望事項

科学技術省次官でもあるCEFOF 理事長からの要望として、協議の最終日となって、本プロ

ジェクトにおいては、CEFOF 内部の人材育成のみならず、CEFOF が短期審査により外部の

人材をコンサルタントとして認定するともに、社会経済生産性本部（JPC）からも認定しても

らえないかという要望があった。しかしながら、本件については、外部人材の育成というよ

りも、既存の人材の認定制度を確立したいとの要望である上に、JPC が 2 年間の研修の後、経

営コンサルタントとして認定するために実施しているコンサルタント養成コースに相当する

ようなコースの開催を行いたい場合についても、5 年間の技術移転のみで自主的に企画・運営

していくことは、困難と考えられる。このため、コンサルタント認定の紹介であれば、情報

提供として対応可能であると説明した。なお、JPC からの再認定の可能性については、日本に

持ち帰り JPC 内で検討中である。

（3）情報技術分野

情報技術分野は日進月歩のうえに、機材の陳腐化が早いため、情報技術部門の維持運営に

は難しいものがあるものの、生産性向上の管理技術における、ソフトのアプリケーションの

重要性はますます高まっていくことが予想され、情報技術分野が、生産性向上に係るサービ

スの付加価値として、CEFOF の強みとなっていくことが考えられる。今回の基礎調査では、

情報技術分野を各技術移転分野のツールとして位置づけたところであるが、どのような形で

盛り込んでいくかさらに具体的に検討していく必要がある。

4ー 3　専門家リクルート、国内支援体制の検討について

今次のフェーズ 2 においては、管理技術の基礎を教授するとともに、これらの技術を用いた企

業コンサルティングが行えるようになることが焦点であり、この面から、CEFOF 側からも、専門
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家は講義が行えるのみならず、実際のコンサルタントとしての経験豊富な人材の派遣を強く要望

する旨の発言があった。現在のCEFOF 職員の実力においても、実践の知識を有するものは少なく、

このため、フェーズ 2 においては、基礎知識の講義とともに、早期に実際の企業に赴いた現場指

導を含めた技術移転が行えるよう、専門家のリクルート上、および技術協力計画の策定上配慮し

ていく必要がある。

4 ｜ 4　食品ラボについて

このたびの協議の結果、フェーズ 2 を行うとした場合に適切な協力の範囲として、生産管理、品

質管理、経営管理、生産性指標／普及促進の 4 分野に限ることで合意しており、情報分野は上記

の活動に必要な情報処理、ソフトの応用などの面での関連があり得るものの、ラボにおける試験

検査技術の分野は範囲外とした。

しかしながら、4 － 2（2）に上述したように、各ラボには課題が残されており、今後何らかの支

援を検討する必要があると思われる。特に食品については、コスタ・リカ国において、最も重要

な産業であるとともに、国際的な食品衛生基準の導入に関連し、上述のHACCP などを含めて新た

な試験への対応が喫緊の課題となっており、同ラボから要望のあった次の内容については、技術

的観点からの必要性の判断を行うとともに、日本の専門家リクルートの可能性も十分吟味したう

えで、妥当と考えられる場合には、個別専門家らによる補完的な技術支援を検討することが必要

と思われる。

CEFOF から提出された要望のうち優先順位の高い内容は次のとおり。

1）　ガスクロ、液クロ分析技術

内容：食品分析（脂肪酸、コレステロール、ビタミン）

　　　食品汚染物質分析（残留農薬、Aflatoxin、添加物）

2）　食品微生物分析

なお、食品ラボを除く、繊維ラボ、金属機械ラボについては、上記 2 の課題があるものの、技術

的な不足はなく、当面自助努力の継続が可能であろうと思われる。
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2　調査団員報告

2 － 1　国家開発計画などとの整合性

（1）国家人間開発計画　National Development Plan of Human Development：1998 － 2002）

本文中の「第 2 章　調査・協議事項」の I 1（1）を参照

（2）国家科学技術プログラム（National Program of Science and Technology：1998 － 2002）

本文中の「第 2 章　調査・協議事項」の I 1（2）を参照

（3）コスタ・リカ経済開発計画（Economic National Plan of Costa Rica：1998 － 2002）

経済分野について策定された「コスタ・リカ経済開発計画」は、生活レベルの向上と安定に

資するため、「生活コスト削減」「雇用増大」「貧困削減」の目標が定められている。

また、上述の目標を実現するための活動として、「生活コスト削減」のために財政的損失の

減少、競争の発生、税負担削減、「雇用増大」のために投資拡大、インフラ改善、生産活動の

規制緩和、生産活動の統合、生産部門向上への支援、支援体制整備、「貧困削減」のために健

康・教育の公共サービス改善、零細企業振興支援、年金体制の普及と定着化、年金改革、労働

権の保証、支援体制整備があげられている。

零細および中小企業支援については、上述のとおり、「貧困削減」のうち「零細企業振興支

援」につき規定されている。コスタ・リカの大半の世帯は、零細規模の企業を営んでおり、国

民の平均所得を上昇するには、零細企業のビジネスの機会を改善することは重要である。ま

た、金融機関による支援、労働省信用プログラムの拡張、零細企業に特化した融資制度の改善

を進めることとしている。

（4）零細小企業支援統合システム（SIAMYPE：Integral System for the Support of the Small

and Medium Enterprises）

中小企業振興、振興に係る安定的資源配分および成果向上に係る調整を目的として、1999

年、零細企業を対象とした社会保障的色合いの強い中小企業支援統合システムが、経済商工

省、労働社会保障省、大統領府、女性問題省、国立教育研究所によって策定された。　同シス

テムを通じて、企業支援、技術認定、本システムに係る女性支援の観点から、現在、組織・情

報体制の整備、財政支援、技術支援、市場と製品の強化に係る活動が実施される見込みである。

同システムについては、経済商工省と労働社会保障省において策定された零細小企業振興協

定において規定されている。なお、現在、CEFOF は直接的にはこのシステムに関与していな

い。
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同システムに係る融資のため、零細小企業支援基金（FONAMYPE：the Fund for the sup-

port of the Micro and Small Companies）が設立されている。経済商工省次官によると、同

基金は、国立技能訓練機関（INA）、コスタ・リカ貿易振興協会（PROCOMER）、経済商工省等

によってコーディネートされ、技術支援に係るプログラムを実施している。また、同支援基金

に対して INA より 5 億コロン（約 160 万ドル）の出資金があり、企業（産業および規模にかか

わらない）が外部コンサルタントサービスを受けるための資金源となっている。

（5）総合政策と戦略

1999 年 11 月、中小企業振興に係る関連機関間の連携をめざして、経済商工省が主導で

フォーラムが開催され、CEFOF を含む技術支援機関、教育機関、融資機関等が参加した。同

フォーラムで策定された「総合政策と戦略」では、中小企業の世界経済への参入に必要な競争

力を身につけるため、中小企業の育成を推進しうる環境を整備することを目標としている。

本年 2 月、フォローアップ会合が開催される予定であり、経済商工省は、CEFOF の参加を

要望している。

2 － 2　フェーズ 1 に対する評価

1　既協力プロジェクトに対する評価

CEFOF は、フェーズ 1 で技術移転された技術、知識および機材等を活用して、現在、主に 5S

の研修活動と企業に対するアドバイス活動を実施している。また、中米経済統合銀行（CABEI）

プロジェクトに参加したり、中米諸国に対するセミナーの実施や、フェーズ 1 終了後も生産性

向上にかかわる第三国研修を実施する等、積極的に活動している。

（1）技術移転分野の現状と今後の課題

カウンターパートは、技術移転によって自主運営に必要な以下の技術・知識を習得して

いる。この技術移転内容は、カウンターパートのみならず、CEFOF 組織に定着しているこ

とから、技術移転を受けたカウンターパートの離職があっても、あらたに補充した人員に

対しての技術移転も出来るようになっている。CEFOF 職員の大半は 5S 研修、指導を行え

る状況。また、自主運営も順調で、人員、運営経費、機材等に関しても特に問題はない。し

かし、個々に分けて見た場合、若干の課題がある。

ア　CEFOF 組織運営・準備に関する知識・技術

CEFOF は、科学技術省（MICIT）からの予算額が増加されているものの、自己収入の

増加も求められており、研修コース実施等の自助努力で賄っている。加えて、財団組織
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（FUDESPURO）を設置し、CEFOF 職員の研修や機材の購入および補充を行っており、

1999 年には、コンピューター端末 12 台を購入し研修に使用するなどして、CEFOF 組織

運営を積極的に展開している。

CEFOF 組織運営で課題となるのは、経費節約を目的に、各ラボの備品の補充を制限し

たり、情報技術研修を実施する際、CEFOF 通常業務に使用している機材を研修のために

使用するなどして、通常業務を犠牲にしてCEFOF 運営をしている点であろう。フェーズ

2 が採択された場合は、こうした課題はCEFOF 運営のみならず、プロジェクトにも多大

な影響を及ぼすため、こうした調査をする必要がある。

イ　生産・品質管理に関する知識・技術

CEFOF は、コスタ・リカ国内の企業に対して、5S 研修、指導を通じて、生産性向上の

重要性を認識、浸透させる活動を積極的に実施している一方、品質管理、生産管理、経営

管理に関する研修は行っているものの、企業から求められる研修内容のレベルは年々高

くなっており、CEFOF の技術・知識の不足が大きな課題として上げられる。

生産・品質管理に関する知識・技術は、CEFOF の中心となる柱であるため、フェーズ

2 が採択された場合には、生産性センターとして必要な技術・知識を絞り込み、効率的に

技術移転を図る必要がある。但し、CEFOF の技術移転希望分野は尊重しつつ、日本側が

限られたプロジェクト期間内で、CEFOF の現在の状態でどの技術移転が可能で、かつ、

生産性センターとして習得しておかなければならない技術移転分野は何かと言うことを、

CEFOF と協議したうえで、理解してもらう必要がある。

ウ　各ラボに関する知識・技術

（ア）食品ラボ

フェーズ 1 では、研修活動の実施に必要な技術（検査機器の操作手順など）の移転

が行われた。現在は、フェーズ 1 の成果である研修活動の他、試験試料のテスティン

グを実施している。コスタ・リカ国におけるFOOD テスティングの需要は、食品成分

分析（ビタミン、脂肪酸など）、食品汚染物質分析（添加物、残留農薬）、食品微生物分

析が挙げられるが、CEFOF のテスティング技術は十分とは言えない。

機材に関しては、フェーズ 1 で供与された機材の維持管理状況はおおむね良好で、

研修活動では活用されている。しかし、テスティングでの使用実績はほとんどなく、か

つ、テスティングに必要なスペアパーツについては、現地で入手が困難なものがある

ことや高額である理由から、補充は十分に行われていない。

CEFOF から提出された要望内容のうち、優先度としては、食品ラボ分野が上位を占



─ 102 ─

めているにもかかわらず、CEFOF の事業における位置づけ、今後の方向付けが不明

瞭。フェーズ 2 が採択されたとしても、フェーズ 2 の協力分野として試験検査技術を

含めることは困難であり、当面自助努力でラボ運営を行っていく必要がある。ただし、

フェーズ 1 において技術移転行われた分野であるため、今後、必要に応じて、個別専

門家などによる対応について検討していく必要がある。

（イ）繊維ラボ

現在実施している 40 種類のテスティング項目のうち、フェーズ 1 の成果として 25

項目のテスティングが実施されている一方、残りの 15 項目については、フェーズ 1 終

了後自助努力で修得した。

機材については、フェーズ 1 で供与された機材の維持管理状況はおおむね良好。日

本製機材であるため、部品調達が出来ず、故障中の機材が一部ある。

本ラボは、フェーズ 1 で技術移転を受けたカウンターパートが現在も残っているう

えに、産業界からの需要が高いため、フェーズ 1 において技術移転された技術・知識

を活かして、今後も自助努力でラボ運営を継続していくことが可能であろう。

（ウ）金属機械ラボ

フェーズ 1 において技術移転された技術、知識を活かして、生産・品質管理部門と

の合同研修・指導や、中米経済統合銀行プロジェクトへの参画等で、金属加工企業向

けの研修を実施している。今後も、生産・品質管理部門との連携研修・指導を展開す

ることが可能であろう。

エ　情報技術に関する知識・技術

情報技術分野は、CEFOF の自己収入に占める収入比率が大きい。背景には、コスタ・

リカ国における情報技術の研修ニーズが高いことが上げられる。情報技術の研修として

は、PC 端末操作研修のみならず、個別の企業からの発注に応じたソフト開発、導入など

の実践的な指導を一部実施している。機材についても、無償資金協力で供与されたサー

バー 7 台中、3 台が稼働中、PC 端末 40 台のうち、15 台が稼働中。フェーズ1 で新たに供

与された PC 端末 10 台も稼働中。また、自己資金で購入した PC 端末 12 台も稼働中（研

修の主力端末）である。しかし、本分野は、CEFOF の自己収入の増加、情報技術能力の

維持向上に大きく寄与しているものの、生産性センターとしての主軸になる分野ではな

く、国内企業に対する管理技術に係る研修がCEFOF の主軸であり、同研修を側面から支

援する位置付けとなるであろう。
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（2）CEFOF プロジェクトにおける側面的課題

・中米諸国との関係（地域協力）

中米諸国は、フェーズ 1 の実施にあたって、CEFOF に対する中米域内生産性センターと

しての大きな期待を担っていたが、現状は、第三国研修のみを実施しているだけである。

フェーズ 2 を進めていくにあたって、CEFOF は、コスタ・リカ国のみならず中米諸国への

寄与が求められており、今後、CEFOF が中米域内生産性センターとしての中米諸国から認

められることおよびその役割を果たせる技術力をつけることが必要。
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2 － 3　コスタ・リカ中小企業の現状と問題、技術移転分野

コスタ・リカ中小企業の現状と問題

1：企業の外部環境

（1）経済自由化

自由経済政策の採用により、国内経済が国際競争市場化が進行している。

このため、地場産業であっても輸入品との競争を余儀なくされる一方、企業能力の向上に

よりコスタ・リカに進出している外国企業に対しての納入機会も発生している。

（2）国内市場の矮小性

訪問した中小企業の大半は、いずれも何らかの形で輸出を行っていた。

これは従業員規模 100 名以下であっても、国内市場が小さいため、すぐに国内需要を満た

してしまうことを示している。

交易相手国はいずれも近隣の中米諸国であり、製品の供給力を満たす需要を域内に企業活

動を拡大することでまかなっている。

（3）高い人材能力と人件費

またコスタ・リカは、教育投資を重視する政策により近隣諸国に比較すればより質の高い

労働力を得られるのが利点となっている。ただし近隣諸国の通貨下落もあり、特に専門的職

能を中心して比較的人件費が高いという欠点もある。

2：中小企業の生き残り条件

（1）輸入品との競合

消費財のみならず生産財においても輸入品による国内市場攻勢が見られる。

競争のひとつは、多国籍企業ないし大規模資本の企業の製品との競合である。これは輸入

品のみならず、現地生産による高品質との競合もある。地元の大手企業が多国籍企業に買収

され、圧倒的な資本力で市場を占有する例もみられた。（乳製品）

いまひとつは域内ないし中進国からの廉価な輸入品との競合である。メキシコは通貨切り

下げにより人件費が割安になったのをはじめ、韓国・台湾等からの輸入製品との競合もある。

（2）大企業への納入機会の利用

国内で操業する外国企業の多くは、原材料・部品調達を海外に依拠している部分が多いが、
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これは国内での調達の質・量が一定基準に達しないためであり、逆にいえば地場の中小企業

であっても品質等の向上が飛躍的に向上すれば納入チャンスはある。

事実、現地の日立の工場に対してプラスチック成型品を納入している現地中小企業もある

とのことである。ただしある程度の質量を供給する能力にするには投資が必要であり、担保

力のない多くの中小企業には困難な過程である。

（3）輸出振興

原材料や人的能力等の当地であることの特性をいかし、国内のみならず欧米先進国を含め

て輸出する可能性もある。一般的に認められる産業としては、やはり食品加工業であるが、市

場に対してユニークな特性で参入しないと他との差別化がはかれない。

また、近年期待されているソフトウェア産業も人的資源の強みを発揮する産業である。

（4）国際市場標準への適合

国内市場の国際化により、各企業は国際標準への適合が緊急課題になっている。具体的に

は ISO9000、ISO14000 の品質・環境基準への適合であり、食品加工産業ではHACCP の採用

が課題となっている。

しかしこれらの取り組みは顧客の認識をうけるための目的で取り組まれることが多く、生

産性や品質の水準自体の向上を取り組むような姿勢になっていない。

3：中小企業の課題

（1）企業の改善意識の低さ

基盤的問題として、多くの中小企業は、いまだ家業的性格が強い。長年、関税障壁で守られ

ていたこともあり、中小企業は企業の改善自体に対する意識・文化風土に乏しいため、意識

改革が重要課題である。

これは多くの経営者が認識している事実であるが、一方では所有と経営の分離を望まない

オーナー意識も強く、かなりの危機に直面しない限り、意識改革は進捗しないのも事実であ

ろう。

近代的な経営のマインドを醸成することは極めて重要な課題であり、そのキッカケや動機

づけ、普及啓蒙が重要な課題となる。

（2）主要課題として経営管理の近代化

特に主要な課題としては、経営管理自体の近代化であり、品質管理、生産管理等モノづく

り自体の標準化と、生産性向上を通じた価格競争力の強化が重要である。また地場の原材料
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等を活用した製品の特徴を武器に輸出や国内販売を行っていくためには、マーケティングや

製品開発等の戦略的経営をはかっていく必要がある。

個別の領域でみると以下である。

①　企画計画策定能力

訪問した企業に共通して見られた点は、成長過程にあって何らかの拡大投資をおこなっ

ているが、投資計画が極めて甘い。製品・市場戦略のスコープがなく、波にのって拡大して

いるにすぎない。

中小企業経営者といえども業界動向や企業成長に見とおしをもって、バランスのとれた

マネジメントを行っていくことが必要である。経営者教育と何らかの形でのゼネラルマネ

ジメント導入は重要である。

加えて、事業者は先進国でおきている同業界の傾向や状況について、もっと知見を広め

なくてはならない。民間レベルの海外視察団を恒常化すべきである。

②　コスト競争力

調達先が海外にある例が多く、通貨下落に対して脆弱な基盤である。

現状であっても生産財の価格競争力は外国製品に比較して 5 ～ 10％であり、市場への隣

接性だけで生き延びている競争力である。

よって、拡大投資を行ってその償却負担をカバーしながら需要を取り込んでいくにはど

の企業でも無理がある。

今後通貨危機などがあれば大半の中小企業者は操業停止に追い込まれる可能性があり、製

造コストの相当な低減努力が必要である。加えて、各企業では原価の把握が極めて大雑把

であり、コスティングシステムの導入からはじめていく必要がある。

③　品質管理の弱さ

消費財も含め、品質保証の概念が乏しい。

コスト志向からくる歩留まりの発想はあるものの、顧客価値を定義して均一性を確保し

ようというような発想がない。ただし絶対品質に対する向上志向はある。

地域的な要因もあるが、訪問した 4 社で ISO を取得している企業はなかった。

国内消費者の品質意識がさほど高くないことも大きな要因であるが、国際市場に参入す

るにはほど遠い現状である。生産者の品質意識を変えていく一方で、消費者教育も重要な

要因となろう。

もちろん個別企業での TQM・SQC も重要であるが、意識自体の変更がスタートになる。
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る。

（3）中小企業支援にかかわる事項が主体だが、それ自体ビジネスとして競合するものが存在し

ている。

インターネットビジネスなどはそのハードインフラを整備してそのホスティング自体を

行うという説明であった。

（4） 技術移転内容よりもその結果の成果物を表現している部分がある。

中米域内ネットワークは情報交流チャンネルの構築であり、そのチャンネルにのせる内

容物に言及していない。

これらの問題点を含めて、CEFOF 側との合意形成のため、先にあげた中小企業のニーズ

把握をレビューし、現在見受けられる中小企業の課題の中には、火急だが現象的な問題と

暗示的だが本質的問題があることを指摘し、CEFOF の目的ないし協力内容としては、後者

の本質的課題に貢献する事項に重点をおくことに了解を得た。

そして、下記の方針で技術移転分野を再度整理した。

（1） 技術移転分野は、基本的に管理技術とする。

（2） 同様に CEFOF の中核機能強化に貢献するものを柱とする

（3） CEFOF 側の断片的項目を包括的なものとしてなおす。

ただし、CEFOF 側の要請の動因を考慮し、知識・技能の移転としては不適切な事項であっても、

情報提供の範疇として、日本での研修の際にその該当内容を勘案するか、短期専門家の派遣を検

討するということにした。

また、CEFOF 自体の強く希望している事業形態として企業コンサルティングが強調されたため、

この能力を付与することを中心に絞り込みを行った。

CEFOF 側と合意した技術移転分野は以下の 4 分野である。

（1）品質管理

（2）生産管理

（3）経営管理

（4）生産性測定および普及促進

上記分野の（1）～（3）までは企業の経営管理改善にかかわる分野である。いわば中小企業の機

能強化に対しての本質的で基盤的な領域である。（4）については統計整備やクリアリングハウス

に近く、これはいまひとつの本質的課題である「中小企業における意識改革」の促進手段として活
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用が期待される分野である。

また、このうち移転方法として強調されるOJT については、これを通じて以下の技能を身につ

けることとした。

（1）分析手法

（2）診断計画策定

（3）実践指導

これらはいわば企業に赴いてコンサルティングを行う際の技能である。

具体的なカウンターパートの配置等までに協議が進捗しなかったため、各分野についての内容

を細目化することについては今回できなかったが、今後の事前調査等で、カウンターパートの数

と現在の能力を評価し、必要な細目の洗い出しと移転のプロセスを策定する必要がある。

いずれにせよ、経営管理全般にわたり幅広い高等教育を受講できる機会が少ないコスタ・リカ

にあっては、経営管理の基本的な概念および体系とそれぞれの分野の目的等についても、知識付

与する必要がある。

その上で、はじめて各移転領域での包括的な知識を習得してもらい、企業の現状の訴求するニー

ズを解決するためには、どのようなアプローチが可能なのかについて考察する基礎知識と分析力

が付与されることが望ましい。

カウンターパート間でのバラツキはあるものの、現状のままでは、各々がその季節の流行を断

片的に追うような傾向がそのまま引き継がれていまう危険性がある。
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があった。

（2）コスタ・リカ食品工業会議所

設立は 1973 年。コスタ・リカの主要産業である食品加工業の正式登録企業数は約 1250 社、

そのうち約 250 社が加盟している。2 カ月ごとにジャーナルを発行して、食品業界統計、マク

ロ経済環境などについて報じている。約 30％の企業が革新的企業と位置付けられ欧米に輸出

をしており、その関係から ISO9000,　ISO14000 関連については喫緊の過大としての意識を

持っている。残りの約 70％はいわゆるファミリービジネスとして国内市場をターゲットとし

ており、保護的市場環境に甘んじたいとしながらも自由貿易の到来に恐怖感を抱いていると

いう。

この業界の大勢を占める中小企業は、生き残りのための方策に腐心しているものの、慢性

的な資金不足、経験不足から自力では十分な対応ができないのが現実である。関心の焦点は、

価格競争と品質競争に勝つための経営の近代化である。抱える問題は、製品開発力の欠如、財

務、マーケティングに対する知識の欠如、生産、技術、品質情報の不足、国際貿易慣行に関す

る知識の欠如などである。

（3）コスタ・リカ金属工業協会（ASOMETAL）

1967 年の設立。国内には約900 社の金属加工業があるが、そのうちの約 50 社が加盟。　　

中小企業の育成と加盟企業の専門化に力点をおいているという。業種としては、コーヒー加

工機械、ベイカリー用オーブン、電話ブース、冷凍車両用部品、果物運送機器など。従業員規

模は 10 人～ 30 人が主流。

1999 年度は、中米域内統合銀行（CABEI）プロジェクトにおいて、CEFOF から 5S の指導

を受けたが、企業の意識改革におおいに役立ったという。今後は、新製品開発、機械設備の

改善、国際市場への進出に力を注ぎたいとのこと。そのためには、各個別企業が緊密な連携

を図りながら、それそれの特徴と強みを生かして専門化を進めていく必要があると考えてい

る。今後の課題としては、国際競争力強化のために、産業デザイン、品質改善、コスト低減の

面で努力をする必要があるとの認識をしている。
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